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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

売上高 （千円） ― ― 2,090,415 1,909,144 1,724,498

経常利益又は経常損

失（△）
（千円） ― ― 141,820 24,804 △226,043

当期純利益又は当期

純損失（△）
（千円） ― ― 96,469 △43,676 △169,271

純資産額 （千円） ― ― 2,579,940 2,238,315 2,033,514

総資産額 （千円） ― ― 4,916,152 4,219,118 4,091,725

１株当たり純資産額 （円） ― ― 41,066.15 36,789.60 33,423.43

１株当たり当期純利

益又は１株当たり当

期純損失（△）

（円） ― ― 1,535.65 △705.59 △2,782.20

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） ― ― 1,534.55 － －

自己資本比率 （％） ― ― 52.5 53.1 49.7

自己資本利益率 （％） ― ― 3.7 △1.8 △7.9

株価収益率 （倍） ― ― 103.54 － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） ― ― 154,101 313,398 109,107

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） ― ― △404,498 △92,791 △112,527

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） ― ― 23,752 △434,303 △42,543

現金及び現金同等物

の期末残高
（千円） ― ― 2,141,828 1,941,963 1,888,446

従業員数

（外、平均臨時雇用者

数） 

（名）
―

(―)

―

(―)

63

(36)

75

(32)

77

(22)

　（注）１．第14期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第15期及び第16期は当期純損失を計上しているため、潜在株式調整後1株当たり当期純利益及び株価収益率

については記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

売上高 （千円） 2,520,686 1,311,851 2,089,237 1,853,701 1,526,156

経常利益又は経常損

失（△）
（千円） 802,137 27,287 269,371 31,233 △158,799

当期純利益又は当期

純損失（△）
（千円） 416,787 9,799 172,169 15,193 △127,843

持分法を適用した場

合の投資利益
（千円） ― ― ― ― ―

資本金 （千円） 1,096,007 1,101,259 1,101,360 1,102,711 1,102,711

発行済株式総数 （株） 63,612 63,820 63,824 63,841 63,841

純資産額 （千円） 2,735,420 2,491,782 2,656,368 2,373,662 2,212,557

総資産額 （千円） 4,138,215 4,533,711 4,805,123 4,178,157 4,080,070

１株当たり純資産額 （円） 42,248.63 39,665.44 42,282.70 39,014.19 36,366.22

１株当たり配当額

（内１株当たり中間

配当額）

（円）

（円）

840

(―)

120

(―)

500

(―)

500

 (―)

―

(―)　

１株当たり当期純利

益又は１株当たり当

期純損失（△）

（円） 6,062.74 155.12 2,740.68 245.46 △2,101.27

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円） 6,043.48 154.95 2,738.72 － －

自己資本比率 （％） 66.1 55.0 55.3 56.8 54.2

自己資本利益率 （％） 20.6 0.4 6.7 0.6 △5.6

株価収益率 （倍） 51.00 1,025.04 58.01 288.44 －

配当性向 （％） 13.9 77.4 18.2 203.7 －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 598,726 △437,971 ― ― ―

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △231,009 △201,688 ― ― ―

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 979,228 741,100 ― ― ―

現金及び現金同等物

の期末残高
（千円） 2,266,819 2,367,711 ― ― ―

従業員数

（外、平均臨時雇用者

数）

（名）
42

(8)

50

(6)

58

(32)

70

(28)

67

(18)

　（注）１．第14期より連結財務諸表を作成しているため、それ以降の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によ

るキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載して

おりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、また第14期からは連結財務諸表を作成

しているため記載しておりません。

４．平成16年９月30日の新株予約権の権利行使により普通株式208株を発行しております。 

５．第15期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

６．第16期は当期純損失を計上しているため、潜在株式調整後1株当たり当期純利益については記載しておりま

せん。
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２【沿革】

年月 沿革

平成４年６月 株式会社インターアクション（横浜市）を設立、半導体検査装置の設計及び開発業務を開始

平成７年４月 横浜市金沢区大道に本社・工場を拡張、移転し、光源装置の組立工場を新設

平成７年６月 ソニー株式会社向けＣＣＤイメージャ用光源装置の量産開始

平成９年４月 横浜市金沢区福浦「横浜金沢ハイテクセンター」に本社・工場を移転

平成13年２月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

平成13年４月 光ファイバセンサの企業化を開始

平成14年３月 経済産業省が公募した「即効型地域新生コンソーシアム研究開発事業」に「ヘテロコア光ファイ

バセンサによる水位計、成分計の開発」として正式採択

平成15年２月 Ｃ-ＭＯＳイメージャ検査用「ＩＰモジュール」で米国アジレントテクノロジーズ・インク社と低

コスト検査ソリューションを提供して行くことで協力関係を樹立

平成15年12月 熊本県菊池郡合志町（現・合志市）に熊本ＴＳＤＣ(Test Solution Development Center)が竣工

平成17年４月 ソニーセミコンダクタ九州㈱向けリアプロ用ＬＣＤパネル光学検査装置の供給を開始

平成17年６月 株式会社ＢＩＪ（現・連結子会社）を設立 

平成17年12月 熊本県合志市に熊本ＦＡＢが竣工 

平成18年４月 経済産業省・中小企業庁が選定する「元気なモノ作り中小企業300社」に選定

平成19年１月 ＳＯＣ半導体の開発段階で欠陥分析を行う「ダイアグノスティックテストシステム」で米国テセ

ダ社と戦略的業務提携契約を締結
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社インターアクション）及び子会社１社（株式会社Ｂ

ＩＪ）で構成されており、電子部品検査装置並びにセキュリティ関連製品の開発・製造・販売を行っております。

　当社グループの事業に係わる位置づけは、次のとおりです。

＜電子部品検査装置事業＞

　撮像半導体（ＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャ）やカメラモジュール、表示デバイスの製造工程における検査用

光源装置及びＩＰモジュール等各種電子部品検査装置の開発・製造・販売を行っております。

＜セキュリティ関連事業＞

　株式会社ＢＩＪは、セキュリティ関連製品の開発・製造・販売を行うことを目的とした子会社であります。赤外

線センサーであるシートビームセンサーや特許技術を応用したヘテロコア光ファイバーセンサーなどセキュリ

ティや環境モニタリング関連製品の開発・製造・販売、並びに開発受託を行っております。

　事業の系統図は次のとおりです。

　事業別の主要製品は下記のとおりです。

事業区分 主要製品

 電子部品検査装置事業
光源装置、ＩＰモジュール、カメラモジュール検査システム、リアプロ用

ＬＣＤパネル光学検査装置

 セキュリティ関連事業 ヘテロコア光ファイバーセンサー、シートビームセンサー

(1) 光源装置

　光源装置は、ＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャ（光を電気信号に変換する半導体）の良否を判定するための検査

に必要な光を作り出し、その光を高精度、高速で検査対象に照射する装置です。テスターと呼ばれる測定機器に指

定された照度の光をＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャに正確に照射し、画素の欠落や変色等の欠陥がないかを検査

します。

(2) ＩＰモジュール

　ＩＰモジュールは、画素のうちどこに欠陥があるか判断するために画像処理を行うモジュールです。提携先の

ヴェリジー株式会社（旧アジレント・テクノロジーズ・インク）の93000ＳＯＣテスターは、ＩＰモジュールを

付加することによってはじめて撮像半導体の検査が可能となります。
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(3) カメラモジュール検査システム

　カメラモジュールは、ＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャにレンズや他の半導体等を組み付けたカメラ機能をもつ

電子部品で、携帯電話向け等への生産が世界的に急拡大をしております。当社は、ＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャ

用の光源装置、ＩＰモジュール等、これまでに蓄積してきた技術を応用してカメラモジュール検査システムを開

発しました。カメラモジュールの検査の自動化並びに生産性向上に大いに寄与するものと考えられます。

(4) リアプロ用ＬＣＤパネル光学検査装置

　リアプロ用ＬＣＤパネル光学検査装置は、リアプロジェクションテレビやプロジェクターに使われる表示デバ

イスの検査のための光学検査装置です。また、この技術は有機ＥＬ等、他の表示デバイスにも応用できるものと考

えております。

(5) ヘテロコア光ファイバーセンサー

　当社独自の技術であるヘテロコア光ファイバーセンサー技術を用いて、マルチ環境・光モニタリングシステム

を開発しております。このシステムは、トンネルや橋梁、建造物といった大型建築物のゆがみやひずみ、また地滑

りといった自然環境の変化のモニタリングを行い、防災に用いられます。また、この技術を家庭用のセキュリティ

システムとしても開発しております。

(6) シートビームセンサー

　シートビームセンサーは、不審者が目に見えない赤外線センサーを遮断したときに警報を発し、侵入前にこれを

シャットアウトするホームセキュリティシステムです。

４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金（千円） 主要な事業の内容 議決権の所有割合（％） 関係内容

（連結子会社）

株式会社ＢＩＪ

神奈川県横

浜市西区
70,000

セキュリティ関

連事業
100

役員の兼任２名

資金援助あり

　（注）　１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．株式会社ＢＩＪについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

　主な損益情報　　　    （1）売上高　　　  　300百万円

　　　　　　　　　　　　（2）経常損失　　　 △73百万円

　　　　　　　　　　　　（3）当期純損失　　 △73百万円

　　　　　　　　　　　　（4）純資産額　　　△101百万円

　　　　　　　　　　　　（5）総資産額　　　　251百万円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年５月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

 電子部品検査装置事業 41 (8)

 セキュリティ関連事業 10 (4)

 全社（共通） 26 (10)

合計 77 (22)

（注）１. 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員、アルバイト、契約社員を含む。）は、年

間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２. 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年５月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

67

(18)
31.3 3.2 4,858,222

（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員、アルバイト、契約社員を含む。）は、

年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

 （1）業績

当連結会計年度の売上高は、電子部品検査装置事業の光源装置関連において、上期は韓国・台湾を中心に設備投

資に対する需要が低迷しておりましたが、下期にかけて主に韓国からの受注が回復いたしました。一方、画像検査装

置関連、テスター装置関連については、新製品も多く、開発や営業活動を活発に行ってきましたが、需要に力強さが

ないことなどから前連結会計年度を下回りました。セキュリティ関連事業についてはほぼ計画通りであり、対前年

同期比増となりました。

営業利益に関して、新製品等の割合の多い光源装置関連以外の製品の原価率は、これまで従業員によるコストダ

ウン活動が功を奏してきましたが、計画通りの販売が達成できなかったため大幅に上昇し、営業利益段階から赤字

となりました。

経常利益の主なマイナス要因としては、上記要因に加えて、為替の急激な変動による為替差損の発生及び原材料

廃棄損の発生等であります。

当期純利益に関して、個別決算において、連結子会社である株式会社ＢＩＪの財政状態及び今後の回復可能性に

基づき、関係会社投資損失引当金繰入額として44百万円を特別損失に計上いたしました。

以上のような状況から、当連結会計年度の連結経営成績は、売上高1,724百万円、営業損失159百万円、経常損失226

百万円、当期純損失169百万円となりました。対前年同期比増減額は、売上高が184百万円の減収、営業利益が172百万

円の減益、経常利益が250百万円の減益、当期純利益が125百万円の減益となりました。

事業の種類別セグメントの概況は次のとおりです。

　（電子部品検査装置事業）

電子部品検査装置事業のうち、当社グループの主力製品であるＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャ検査向け光源装置

につきましては、韓国・台湾を中心に設備投資に対する需要が低迷し、下期にかけて徐々に回復いたしましたが、半

導体市場全体の低迷により、通期において厳しい環境で推移いたしました。

  また、画像検査装置、テスター装置については、新製品も多く、開発や営業活動を活発に行ってきましたが、需要に

力強さがないことなどから売上への寄与は軽微となりました。一方、これら製品は投資を先行したことに伴う費用

の増加により、利益減少の要因となりました。

  以上のような状況から、当セグメントの当連結会計年度における外部顧客に対する売上高は1,419百万円（対前年

同期比83.7％）となりました。

　（セキュリティ関連事業）

セキュリティ関連事業においては、受託研究を継続して受けたことや、新規顧客を獲得したことなどにより、増収

となり、当セグメントの当連結会計年度における外部顧客に対する売上高は305百万円（対前年同期比143.3％）と

なりました。しかしながら、受託研究に伴う費用の計画超過等により、営業利益は悪化いたしました。

  （2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末残高に比べ53百万円減少し、1,888百万

円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは109百万円の収入（前年同期は313百万円の収入）

となりました。税金等調整前当期純損失223百万円、たな卸資産の増加額151百万円はあったものの、売上債権の減少

額275百万円、減価償却費113百万円があったこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは112百万円の支出（前年同期は92百万円の支出）

となりました。有形固定資産の売却による収入37百万円はあったものの、投資有価証券の取得による支出84百万円、

有形固定資産の取得による支出74百万円があったこと等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは42百万円の支出（前年同期は434百万円の支出）

となりました。借入れ・社債発行による収入1,083百万円に対して、返済・償還による支出が1,094百万円であったこ

と、また、配当金の支払額30百万円があったこと等によるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

 　 (1）生産実績

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度

(自 平成19年６月１日

至 平成20年５月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

電子部品検査装置事業

光源装置 1,364,394 94.3

画像検査装置 50,316 21.1

テスター装置 88,545 34,055.8

小計 1,503,255 89.2

セキュリティ関連事業 275,074 129.3
 合計 1,778,330 93.7

 （注）１．本表の金額は、販売金額によっております。

 　　　２．金額には、消費税等は含まれておりません。

 　　　３．生産実績には外注仕入実績を含んでおります。

(2）受注実績

 当連結会計年度の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度

(自 平成19年６月１日

至 平成20年５月31日)

受注高 受注残高

金額(千円) 前年同期比(％) 金額(千円) 前年同期比(％)

電子部品検査装置事業

光源装置 1,220,919 95.2 264,014 75.3

画像検査装置 43,645 32.3 28,468 116.3

テスター装置 73,418 596.2 4,133 34.3

小計 1,337,983 93.6 296,617 76.6

セキュリティ関連事業 265,999 77.6 90,803 69.9
 合計 1,603,982 90.5 387,421 74.9

　（注）　金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度

(自 平成19年６月１日

至 平成20年５月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

電子部品検査装置事業

光源装置 1,302,202 90.4

画像検査装置 39,655 15.5

テスター装置 77,545 29,825.0

小計 1,419,402 83.7

セキュリティ関連事業 305,095 143.3
 合計 1,724,498 90.3

　（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとお

りであります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

相手先

前連結会計年度
(自 平成18年６月１日
 至 平成19年５月31日)

当連結会計年度
(自 平成19年６月１日
 至 平成20年５月31日)

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

松下電器産業株式会社 194,500 10.2 407,800 23.6

日本サムスン株式会社 95,600 5.0 251,850 14.6

ソニーセミコンダクタ

九州株式会社　
252,990 13.3 204,823 11.9
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３【対処すべき課題】

当社グループは、お客様の様々なご要望にお応えするための創意工夫と技術革新を常に行い、成長し続けていくた

めに、経営体質の強化を図ることを目的として、以下の課題に取り組んでまいります。

(1) 新たな収益源となるビジネス確立

中長期的な会社の経営戦略を確実に遂行し、新たな収益源となるビジネスの確立を進めてまいります。従来の日

本における開発並びに装置売上中心のビジネスに加え、中国など発展の著しいアジア市場へ装置の販売だけでな

く、サービス事業についても積極的に展開してまいります。

(2) 優秀な人材の確保

開発型ベンチャー企業である当社グループにとって、技術者をはじめとする若くて有能な人材が不可欠でありま

す。今後とも新卒採用並びに中途採用を積極的に継続するとともに、現有の人材の能力向上のための諸施策を行う

ことにより、これらの若くて優秀な人材が当社グループの成長を支えていく力となるよう努めてまいります。

(3) 顧客ニーズへの迅速な対応

当社グループの事業分野は、環境変化のスピードが速く、その変化の大きさも著しい分野であります。したがっ

て、当社グループにとりましては環境変化に伴う顧客ニーズの将来動向をいち早く把握し、製品開発に結び付けて

いくことが非常に重要であり、マーケティング力の強化並びにより効率的な開発体制の確立に努めてまいります。

　営業体制については、本社の横浜、熊本事業所、京都事業所の３ヶ所に国内拠点を設けております。また、３ヶ国に

ある海外代理店とも、緊密な連携により、顧客ニーズの動向の把握に努めております。

(4) 原価低減と生産効率の向上

　製造メーカーにとって高品質を維持しながらの原価低減並びに生産の効率化は永遠のテーマであります。当社グ

ループといたしましては、この課題に取り組むため、熊本ＦＡＢを中心として、より一層の生産性の向上、製造体制

の構築に努めてまいる所存であります。

(5) 経営基盤の強化

当社は、平成18年５月29日に内部統制の基本方針に関して決議しました。コーポレート・ガバナンスの充実、リス

ク管理やコンプライアンスを含む内部統制システムが有効に機能するよう組織体制や運用方法を継続的に見直し、

経営基盤のより一層の強化を図ってまいります。

社員教育につきましても、コンプライアンス研修、階層別研修など、全役職員を対象に積極的に実施し、経営基盤

の強化に努めております。
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４【事業等のリスク】

以下に、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因と考えられる主な事項を記載しております。また、必

ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資家の判断上重要と考えられる事項については、投

資家に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。

なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努め

る方針でありますが、当社株式に対する投資判断は、以下の記載事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上

で行われる必要があると考えます。

また、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社が判断したものであります。

(1) 業界動向について

①　需要動向

　当社グループの電子部品検査装置事業に関する主要製品である光源装置及びＩＰモジュールに関する需要は、

半導体メーカーのＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャに関する設備投資動向に影響を受けます。

　ＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャの製品改良動向及び新製品開発動向、ＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャが装着さ

れる製品の販売動向及び新製品開発・投入動向によって、半導体メーカーのＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャに関

する設備投資動向が変動し、当社グループの業績に影響が生じるおそれがあります。また、半導体メーカーの経営

方針あるいは経営環境に変動が生じた場合には、半導体メーカーのＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャに関する設備

投資動向が変動し、当社グループの業績に影響が生じるおそれがあります。また半導体メーカーの経営方針ある

いは経営環境に変動が生じた場合には、半導体メーカーのＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャに関する設備投資動向

が変動し、当社グループの業績に影響が生じるおそれがあります。

　カメラモジュール検査システムにつきましては、主要な用途である携帯電話の需要動向や携帯電話へのカメラ

装着率の変化等により、カメラモジュールメーカーの設備投資動向が変動し、結果として当社グループの業績に

影響が生じるおそれがあります。

　また、セキュリティ関連事業につきましては、当社の光学技術を基礎として独自の競争力のある製品開発に努め

ておりますが、当社グループにとって新規のビジネスであるため、今後の市場開拓の成功、不成功により業績予想

との乖離が発生するおそれがあります。

②　競合の状況

　当社グループの電子部品検査装置事業に関する主要製品である光源装置に関しては、当社を含め数社が供給し

ています。当社グループは、光源装置のパイオニアとして大手半導体メーカーとの緊密な連携の下、検査対象であ

るＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャの進歩に伴い、製品開発を行い、技術の蓄積をすることができました。したがっ

て、顧客ニーズに応じたカスタマイズ製品の製造販売が可能となります。また、顧客ニーズをいち早く把握し新し

い技術を製品化することで、顧客ニーズに応えていくよう努めております。

　カメラモジュール検査システムに関しましては、当社の開発した特殊レンズを使用することで大幅な小型化と

自動化を達成し、さらにフォーカス調整など新しい機能をつけたユニークな製品であり、他社からは同様の製品

は販売されておりません。

　また、セキュリティに関する製品につきましても、数社から競合品が販売されておりますが、当社は光学技術を

応用したユニークで競争力のある製品を開発・販売していく所存であります。

　当社グループは、今後も競合他社との差別化を図り、独自の製品を開発・販売していくことにより、市場競争力

及びマーケットシェアの向上に努める考えでありますが、競合他社が、今後、当社グループの主要な事業分野にさ

らに経営資源を投入した場合、あるいは国内外で他社の新規参入があった場合には、当社グループの市場競争力

及びマーケットシェアに影響が生じるおそれがあります。

③　技術革新への対応について

　当社グループは、電子部品検査装置事業に関し、半導体メーカーやモジュールメーカーにおいて１個あたりの検

査コスト及び検査時間の削減というニーズが強まると考えています。また、ＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャに関

しましては更なる高画素化、高機能化の開発が進められており、光源装置やカメラモジュール検査システムとし

てもより高度且つより高速な装置が求められるものと予測しております。

　また、セキュリティ関連事業に関しましても、製品の信頼性の向上、低コスト化などのニーズが強まるものと思

われ、当社グループとしましては、これらの需要を満足させるような製品開発に努力していく所存です。

　しかし、予測に対して需要動向が大きく変動した場合、新技術を導入した製品の開発が遅延あるいは失敗した場

合等には、当社グループの業績に影響が生じるおそれがあります。
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(2) 当社グループの事業体制について

①　小規模組織であること

　　当社グループは平成20年５月31日現在で、従業員77名の小規模組織であり、当社グループの市場競争力の核は技

術開発力にあるため、専門性の高い技術者を中心とした社員構成となっております。

　当社グループは、業務遂行体制の充実に努めていますが、小規模組織であり、人的資源に依存する部分が少なく

ないために、社員に業務遂行上の支障が生じた場合、あるいは社員が社外流出した場合には、当社グループの業務

に支障をきたすおそれがあります。

　一方、急激な規模拡大は、固定費の増加につながり、当社グループの業績に影響を与えるおそれがあります。

②　人材の確保

　　当社グループの市場競争力の核は技術開発力にあるため、専門性の高い技術者の確保が不可欠であります。また、

事業拡大を支えるために、営業、製造、内部管理等の人材も充実させる必要があります。当社グループは、優秀な人

材の確保、及び社内人材の教育に努めていきますが、人材の確保及び社内人材の教育が計画通りに進まない場合

には、当社グループの業務に支障をきたすおそれがあります。

③　製造並びに品質保証体制

　　当社グループは、製造に関しては、金属加工及び配線等を除き、基本的に内製を行う方針でありますが、基幹部分

を外部委託した場合には、当社グループの技術あるいはノウハウが委託先に流出し当社グループの業績に影響が

生じるおそれがあります。また当社グループは、事業拡大に備えて熊本ＦＡＢの建設等、社内外における十分な製

造能力の確保を進めてまいりました。しかし、内製・外部委託の切り替えが計画通りに進まない場合、委託先に急

激な経営悪化又は経営方針変更等が生じた場合には、製造の遅延により、当社グループの業績に影響が生じるお

それがあります。

　当社グループは、製品の開発、製造、販売、保守を通じて、当社グループ製品の品質及び性能に瑕疵が生じないよ

うに努めております。当社グループは、製品の瑕疵責任を問われた場合に備えて、製品保証引当金を積み立ててお

りますが、積立金が不十分であった場合には、当社グループの業績に影響が生じるおそれがあります。また、製品

の瑕疵責任に関連して、当社グループが他社から訴訟を受けた場合には、当社グループの業績に影響が生じるお

それがあります。

④　研究開発体制

　　当社グループの市場競争力の核は技術開発力にあるため、当社グループは人材の多くをそれぞれの事業の研究開

発分野に投入しています。

　当社グループは、研究開発体制の充実によって、研究開発成果を向上させる考えですが、研究開発分野への重点

的な資源投入は、研究開発成果が得られるまでの期間において、当社グループの利益を圧迫するおそれがありま

す。また、研究開発分野への重点的な資源投入は、製造、営業、内部管理の相対的な資源不足を招き、当社グループ

の業務に支障をきたすおそれがあります。

(3) 為替変動の影響

　　当社グループの業績及び財務状況は、為替相場の変動により影響を受けております。為替変動は、当社グループの

外貨建取引から発生する資産及び負債の円換算額に影響を与える可能性があります。また、為替動向は外貨建て

で取引されている製品・サービスの価格及び売上高にも影響を与える可能性があります。

(4) 法的規制について

　　現時点では、当社グループの事業展開に支障をきたすような法的規制はありません。しかし、国際貿易取引に関し

て、将来的に、当社グループの製品あるいは当社グループの製品を構成する主要部品の輸出入が何らかの法的規制

を受けるような状況が生じた場合、あるいは輸出入にあたって許可が必要になるような状況が生じた場合には、当

社グループの業績に影響が生じるおそれがあります。

　また、日本国内においても今後何らかの法的規制を受けた場合には、当社グループの業績に影響が生じるおそれが

あります。

(5) 特許について

　　当社グループは知的財産としての特許を重視しており、必要な特許の取得を積極的に進める考えであり、技術情報

公開により当社のコア技術が類推あるいは模倣されないような技術を中心に、特許取得を進めております。しかし、

特許取得により、当社グループの技術情報が公開され、それをもとに他社が関連技術、関連製品の開発あるいは特許
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取得等を進める可能性があり、その場合には当社グループの業績に影響が生じるおそれがあります。

　当社グループは、製品開発に際して特許侵害のないように注意を払っておりますが、特許侵害の可能性が皆無とは

いえません。また、国内外の特許出願状況、認定状況によっては、当社グループ製品及び事業に関連する特許が成立

する可能性があるため、当社グループが他社の特許を侵害している、あるいは将来的に侵害する可能性を否定でき

ません。他社から特許侵害の訴訟を受けた場合には、当社グループの業績に影響が生じるおそれがあります。

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　当社グループの市場競争力の核は技術開発力であるため、積極的な研究開発投資を行い、多くの人材を研究開発分野

に投入し先端的技術の蓄積と製品開発に取り組んでおります。当連結会計年度における研究開発費は102百万円であ

り、各事業の研究開発の成果は次のとおりです。

（電子部品検査装置事業）

（1）主力製品の光源装置における新製品の開発

（2）瞳モジュールの新製品の開発

　　当事業に係る研究開発費は99百万円であります。

（セキュリティ関連事業）

（1）セキュリティ関連の応用研究

　　当事業に係る研究開発費は3百万円であります。 
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

　　当社グループの財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準により作成されたものであ

り、その作成にあたりましては決算日現在における資産、負債並びに報告期間における収益、費用に影響を与える見

積り及び仮定の設定を行なっております。

　その設定にあたりましては、過去の実績や状況を鑑み合理的であると考えられる種々の要因に基づいて、継続して

見積り及び判断したものであります。しかしながら、これらは当連結会計年度末現在において当社が判断したもの

であり見積り特有の不確実性があるため、実際の結果と異なる場合があります。

①　繰延税金資産

　　繰延税金資産の回収可能性は、将来における課税所得の見積りにより影響を受けます。仮に市場環境や経営成績

の悪化によりその見積額が減少し、繰延税金資産の回収可能性が見込めなくなった場合には、繰延税金資産の修

正が必要となる可能性があります。

②　有価証券

　　当社グループは市場性のある有価証券を保有しております。当社グループは、決算日における時価が取得原価に

比べ３０％以上下落した場合には、取得原価を時価まで減損処理を行なっております。

　将来、市場状況等によりましては、評価減が発生する可能性があります。

③　製品保証引当金

　　当社グループは、製品の売上を認識する時点で、製品検収後、主として1年間の無償保証期間における無償修理、メ

ンテナンス費用の見積り額を計上しております。費用の見積りは過去の実績に基づき、対象期間の売上高に一定

割合を乗じて算定しておりますが、実際の製品の瑕疵にともなう無償修理費の発生額が見積りと異なる場合は、

製品保証引当金の修正が必要となる可能性があります。

(2) 財政状態の分析

　（キャッシュ・フローの状況）

　　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末の1,941百万円から53百万円減少し、1,888百

万円となりました。営業活動によるキャッシュ・フローは109百万円の収入となったものの、投資活動による

キャッシュ・フローが112百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローが42百万円の支出となったことに

よるものです。

　営業活動によるキャッシュ・フローが収入となった主な要因は、売上債権の減少額275百万円等であります。投

資活動によるキャッシュ・フローが支出となった主な要因は、投資有価証券の取得による支出84百万円等であり

ます。財務活動によるキャッシュ・フローが支出となった主な要因は、配当金の支払額30百万円等であります。

(3) 経営成績の分析

　　当連結会計年度の経営成績は、売上高1,724百万円、営業損失159百万円、経常損失226百万円、当期純損失169百万円

となりました。

①　売上高

　　当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ184百万円減少し、1,724百万円となりました（前連結会計年度

比9.7%減少）。

　事業の種類別セグメントで見た場合、セキュリティ関連事業では、前連結会計年度に比べ92百万円増加（前連結

会計年度比43.3%増加）し、305百万円となったものの、電子部品検査装置事業で、前連結会計年度に比べ276百万

円減少（前連結会計年度比16.3%減少）し、1,419百万円にとどまっております。

　電子部品検査装置事業における製品別売上高は、前連結会計年度に比べ、テスター装置関連では77百万円増加し

たものの、光源装置関連で138百万円の減少、画像検査装置関連で215百万円の減少となっております。

　　また、海外売上高について、当連結会計年度は150百万円（総販売実績に対する割合8.7%）となり、前連結会計

年度における472百万円（総販売実績に対する割合24.7%）に比べ、321百万円の減少となっております。

②　売上原価、販売費及び一般管理費

　　売上原価は1,001百万円となりました。売上高に対する売上原価の比率としては58.1％となり、前連結会計年度に

おける比率50.0%より上昇となりました。
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　販売費及び一般管理費は882百万円となり、前連結会計年度における941百万円に比べ、59百万円の減少となって

おります。役員報酬及び研究開発費が主な減少要因となっております。

　この結果、営業損失は159百万円となりました。

③　営業外収益及び費用

　　営業外収益及び費用の純額は66百万円の損失となりました。為替差損28百万円及び原材料廃棄損10百万円の発生

が主な要因となっております。

　この結果、経常損失は226百万円となりました。

④　特別利益及び損失

　　特別利益と特別損失の純額は2百万円の利益となりました。

　この結果、税金等調整前当期純損失は223百万円となりました。

⑤　当期純利益

　　法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額とを加え、当期純損失は169百万円となっております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資につきましては、生産設備及び事務用機器を中心として総額89百万円の設備投資を行いま

した。

　なお、当連結会計年度中におきまして、生産能力に重要な影響を及ぼす設備の売却・除却等はありません。

２【主要な設備の状況】

　当社グループは、本社並びに熊本事業所において管理、営業、研究開発及び製造を行っており、主要な設備は以下の

とおりであります。 

 　（1）提出会社　

　 平成20年５月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額（単位：千円）

従業員数
（名）建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

工具器具
備品

土地
(面積㎡)

合計

本社、工場及び研究所

（横浜市金沢区)

電子部品検査

装置事業

　

総括業務施設及び検査

用光源装置生産/研究設

備等

8,248 60,204 32,110 ― 100,562
41

[11]

熊本事業所

（熊本県合志市)

電子部品検査

装置事業

ＩＰモジュール及び光

源装置生産設備等
307,726 45,127 12,725

100,982

(5,377)　
466,563

25

[7]

 　（注）１．生産能力に重要な影響を及ぼす設備の休止はありません。

 ２．本社の建物及び構築物の金額として表示されているものは、間仕切り等の建物附属設備であります。

 ３．従業員数欄の［　］内の数値は、年間の平均臨時従業員数を外書きしたものであります。

 ４．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称 数量 リース期間
年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

備考

通信機器・コンピュータ 一式 ５年 1,136 3,064
所有権移転外ファイナンス・

リース

ソフトウェア 一式 ５年 538 ―
所有権移転外ファイナンス・

リース

(2）国内子会社

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（単位：千円）

従業員数
（名）建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

工具器具
備品

土地
(面積㎡)

合計

 株式会社ＢＩＪ
本社 

（横浜市西区）

セキュリティ

関連事業 

器具備品、研究

設備等 
756 ― 45,538

―

―
46,295

10

[4]

 　（注）１．生産能力に重要な影響を及ぼす設備の休止はありません。

 ２．本社の建物及び構築物の金額として表示されているものは、間仕切り等の建物附属設備であります。

 ３．従業員数欄の［　］内の数値は、年間の平均臨時従業員数を外書きしたものであります。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、今後の生産計画、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの

名称

平成20年５月末計画金額

（百万円）
設備等の主な内容・目的 資金調達方法

　電子部品検査装置事業 10
　検査装置製造用装置、業務用情報機

器及び情報システム
　自己資金

　セキュリティ関連事業 5 　業務用情報機器及び情報システム 　同上

 合計 15   

　　 （注） 当社グループの生産品目については、顧客ニーズにより生産していることもあり、生産能力の表示が困難であ

るため、完成後の能力の記載はしておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 254,000

計 254,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月28日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 63,841 63,841
東京証券取引所

（マザーズ）
―

計 63,841 63,841 ― ―

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成20年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行

使により発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権

①　株主総会の特別決議（平成15年８月28日）

区分
事業年度末現在

（平成20年５月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年７月31日）

新株予約権の数（個） 47 47

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 94 94

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり340,000 同左

新株予約権の行使期間
平成17年９月１日～

平成20年８月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 340,000

資本組入額 170,000
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を必要

とする。

同左

代用払込みに関する事項  ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

②　株主総会の特別決議（平成16年８月26日）

区分
事業年度末現在

（平成20年５月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年７月31日）

新株予約権の数（個） 167 151

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 167 151

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり159,000 同左

新株予約権の行使期間
平成18年９月１日～

平成21年８月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 159,000

資本組入額  79,500
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を必要

とする。

同左

代用払込みに関する事項  ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

③　株主総会の特別決議（平成17年８月24日）

区分
事業年度末現在

（平成20年５月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年７月31日）

新株予約権の数（個） 141 129

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―
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区分
事業年度末現在

（平成20年５月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年７月31日）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 141 129

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり219,000 同左

新株予約権の行使期間
平成19年９月１日～

平成22年８月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 219,000

資本組入額 109,500
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を必要

とする。

同左

代用払込みに関する事項  ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

　（注）１．当社普通株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により目的たる株式の数を調整するもの

とする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で行使されていない目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い又は株式交換を行い完全親会社となる場合、当社

は必要となる株式数の調整を行う。

２．新株予約権発行後、当社普通株式の分割または併合が行われた場合には、次の算式により発行価額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1

分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い又は株式交換を行い完全親会社となる場合、その

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は

適切に調節されるものとする。

３．権利行使の条件として以下の(1）から(3）までの条件を設けております。

(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社もし

くは当社の子会社・関連会社の取締役・監査役もしくは従業員たる地位にあることを要する。ただし、

対象者である取締役又は監査役が任期満了により退任した場合及び対象者である従業員が定年退職し

た場合はこの限りではない。

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使できないものとする。

(3) その他の権利行使の条件は、本株主総会決議および新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千
円）

資本準備金
残高（千
円）

平成15年７月18日

（注）１
14,967 29,934 ― 548,853 ― 479,853

平成15年９月30日

（注）２
122 30,056 5,703 554,557 5,703 485,557

平成16年１月16日

（注）３
30,056 60,112 ― 554,557 ― 485,557

平成16年３月３日

（注）４
3,000 63,112 464,100 1,018,657 464,100 949,657

平成16年４月６日

（注）５
500 63,612 77,350 1,096,007 77,350 1,027,007

 平成16年９月30日

（注）６
208 63,820 5,252 1,101,259 5,252 1,032,259

 平成18年５月31日

（注）７
4 63,824 101 1,101,360 101 1,032,360

 平成18年10月31日

（注）８
17 63,841 1,351 1,102,711 1,351 1,033,711

（注）１．株式分割　１：２

２．第１回新株引受権の権利行使　122株　権利行使価格　93,500円　資本組入額　46,750円

３．株式分割　１：２

４．有償一般募集　発行価額　309,400円　資本組入額　154,700円

５．有償第三者割当（割当先　ＵＦＪつばさ証券株式会社）　発行価額　309,400円　資本組入額　154,700円

６．第１回新株予約権の権利行使　208株　権利行使価格　50,500円　資本組入額　25,250円

７．第１回新株予約権の権利行使　4株　権利行使価格　50,500円　資本組入額　25,250円

８．第３回新株予約権の権利行使　17株　権利行使価格　159,000円　資本組入額　79,500円
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年５月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況
（株）政府及び

地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等

個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ―　 3 18 47 17 1 6,522 6,608 ―

所有株式数

（株）
―　 730 1,829 984 1,638 1 58,659 63,841 ―　

所有株式数の

割合（％）
―　 1.14 2.87 1.54 2.57 0.00 91.88 100.00 ―

　（注） １．自己株式3,000株は、「個人その他」に3,000株を含めて記載しております。

　　　　 ２．「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2株含まれております。

（６）【大株主の状況】

　 平成20年５月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

木地　英雄 神奈川県三浦郡葉山町 14,203 22.24

栗村　昌昭 東京都世田谷区 3,552 5.56

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目9-1 634 0.99

クレディ・スイス証券株式
会社

東京都港区六本木１丁目6-1　
泉ガーデンタワー

543 0.85

吉田　文夫 静岡県浜松市中区 529 0.82

株式会社横浜銀行
（常任代理人　資産管理サー
ビス信託銀行株式会社）

（東京都中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーＺ棟）

500 0.78

蓮見　正純 東京都世田谷区 480 0.75

バンクオブニューヨーク
ジーシーエムクライアント
アカウントジェイピーアー
ルディアイエスジーエフ
イーエイシー
（常任代理人　株式会社三菱
東京ＵＦＪ銀行）

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１
号）

446 0.69

木地　照子 神奈川県三浦郡葉山町 401 0.62

木地　伸雄 神奈川県三浦郡葉山町 400 0.62

計 ― 21,688 33.97

 　（注） 上記のほか、自己株式が3,000株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　3,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　　 60,841 60,841 ―

端株式 ― ― ―

発行済株式総数 63,841 ― ―

総株主の議決権 ― 60,841 ―

　（注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2株（議決権2個）含ま

れております。

②【自己株式等】

　 平成20年５月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社イン

ターアクション

神奈川県横浜市

金沢区福浦一丁

目１番地

3,000 ― 3,000 4.69

計 ― 3,000 ― 3,000 4.69
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（８）【ストックオプション制度の内容】

①　平成15年８月28日に決議されたストックオプション制度

　当該制度は、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成15年８月28日の第11期定時株主総

会終結の時に在任する当社取締役及び同日に在籍する従業員に対し新株予約権を付与することを、平成15年８月

28日の第11期定時株主総会において決議されたものであります。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成15年８月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役６名、当社従業員31名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
―

②　平成16年８月26日に決議されたストックオプション制度

　当該制度は、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成16年８月26日の第12期定時株主総

会終結の時に在任する当社取締役及び同日に在籍する従業員に対し新株予約権を付与することを、平成16年８月

26日の第12期定時株主総会において決議されたものであります。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成16年８月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役６名、当社従業員44名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
―

③　平成17年８月24日に決議されたストックオプション制度

　当該制度は、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき、平成17年８月24日の第13期定時株主総

会終結の時に在任する当社取締役及び同日に在籍する従業員に対し新株予約権を付与することを、平成17年８月

24日の第13期定時株主総会において決議されたものであります。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

決議年月日 平成17年８月24日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役４名、当社従業員39名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上
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新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
―

　（注）１．当社普通株式の分割又は併合が行われる場合には、次の算式により目的たる株式の数を調整するものと

する。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で行使されていない目的たる株式の数について

のみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い又は株式交換を行い完全親会社となる場合、当社

は必要となる株式数の調整を行う。

２．各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額（以下、「行使価額」という。）は、新株予約権発行日

の前営業日における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（取引が成立しない場合

はそれに先立つ直近日の終値）に付与株式数を乗じた金額とする。

なお、新株予約権発行後、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を

調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1

分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い又は株式交換を行い完全親会社となる場合、その

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は

適切に調節されるものとする。
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２【自己株式の取得等の状況】

　【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 　　 （３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

  　　　　該当事項はありません。

　

      （４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － －　 －　 －　

消却の処分を行った取得自己株式 －　 －　 －　 －　

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－　 －　 －　 －　

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 3,000 － 3,000 －
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３【配当政策】

　当社は、安定した株主配当と企業価値の向上が、株主の皆様への重要な利益還元と考えております。今後の経営環

境並びに長期事業展開に留意し、企業体質強化のための内部留保を十分行っていくと共に、安定的な配当を継続す

る方針です。内部留保資金につきましては、経営環境並びに長期事業展開に留意し、開発型ベンチャー企業である当

社の今後の競争力強化のため、研究開発や新規事業の投資へ積極的に活用する方針です。

　当社は、期末配当に加え、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議により毎年11月30日を基準日とし

て、中間配当を行うことができる旨を定款に規定し、年２回の剰余金の配当を行うことができる旨を定めておりま

すが、当面は業績の変動等を考慮し、期末配当の年１回の剰余金の配当を行っていく所存であります。これらの剰余

金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　上記方針に基づき、当期の期末配当は、前連結会計年度に引き続き当期純損失を計上することとなったことから、

無配とさせていただきます。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 平成19年５月 平成20年５月

最高（円）
955,000

□　452,000
359,000 329,000 212,000 107,000

最低（円）
670,000

□　262,000
107,000 114,000 49,700 29,200

　（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所（マザーズ）におけるものであります。

２．□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。

なお、平成15年５月31日現在の株主に対して、平成15年７月18日付をもって１株につき２株の割合の

株式分割、平成15年11月30日現在の株主に対して、平成16年１月16日付をもって１株につき２株の割

合の株式分割をそれぞれ行っております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年12月 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月

最高（円） 57,800 45,400 43,100 39,750 32,400 44,000

最低（円） 41,000 35,700 35,300 29,200 29,600 30,200

  （注）最高・最低株価は、東京証券取引所（マザーズ）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社

長
 木地　英雄 昭和27年12月１日生

昭和52年７月

平成４年６月

平成17年６月

平成18年８月

平成18年11月

平成18年12月

平成20年５月

平成20年６月　

若狭光学研究所株式会社入社

当社設立　

代表取締役社長就任

株式会社ＢＩＪ代表取締役社

長就任（現任）

当社代表取締役会長兼CEO就

任

ＫＪ株式会社設立

代表取締役社長就任(現任)

当社代表取締役会長兼CEO退

任

当社最高顧問就任　

当社代表取締役社長就任(現

任)　

（注）

３
14,203

常務取締役  中瀧　明男 昭和37年３月21日生

昭和61年４月

平成12年８月

平成16年１月

平成16年９月

平成18年12月　

平成19年８月　

平成20年７月

日産自動車株式会社入社

株式会社ジャストシステム入

社　

株式会社アルゼ入社

株式会社オープンループ入社

財務経理部長就任

株式会社オープンループ経営

企画部長兼財務経理部長就任

当社取締役就任

当社常務取締役就任（現任）

（注）

３
―

取締役  木地　伸雄　 昭和57年５月28日生　

平成18年４月

平成19年１月　

平成19年９月　

平成20年６月　

当社入社　

ＫＪ株式会社入社

ＫＪ株式会社ロンドン勤務

当社取締役就任(現任)　

（注）

３　
400

取締役  木地　貴雄　 昭和59年５月２日生　

平成19年４月

平成19年５月

平成20年６月

ＫＪ株式会社入社

当社顧問就任

当社取締役就任(現任)

（注）

３　
400

取締役  栗村　昌昭 昭和47年２月19日生

昭和51年４月

平成３年３月

平成６年４月

平成12年２月

平成13年８月 

平成14年６月

平成19年４月

平成19年８月　

平成20年１月

平成20年４月　

平成20年５月　

株式会社リコー入社

テラウェア株式会社代表取締

役就任(現任)

当社取締役就任

当社常務取締役就任

任期満了により当社常務取締

役退任

シー・ピー・テレコム株式会

社代表取締役就任(現任)

当社顧問就任

当社取締役就任

当社代表取締役会長就任

当社代表取締役会長兼社長就

任

当社取締役就任(現任)　

（注）

３
3,552
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役  小川　浩一 昭和18年２月15日生

昭和41年４月

昭和59年３月

平成４年１月

平成13年６月

平成15年８月

株式会社横浜銀行入行

稲田堤支店支店長就任

新宿新都心支店支店長就任

横浜シーガル株式会社代表取

締役社長就任

当社常勤監査役就任（現任）

（注）

４
―

監査役  中村　芳樹 昭和26年６月22日生

昭和45年４月

昭和48年４月

平成２年１月

平成４年５月

平成５年10月

平成15年８月

大阪機工株式会社入社

自衛隊入隊

西山宣之税理士事務所入所

中村芳樹税理士事務所開業

（現任）

有限会社シーエーエム設立取

締役社長就任（現任）

当社監査役就任（現任）

（注）

４
―

監査役  大橋　俊二 昭和32年６月13日生

平成９年３月

平成12年７月

平成15年８月

平成18年７月 

弁護士登録

清水規廣法律事務所勤務

ゼネラル・コンサルティング

・ファーム設立

当社監査役就任（現任）

法律事務所ユナイテッドブレ

インズ設立（現任） 

（注）

４
―

    計  18,555

　（注）１．監査役小川浩一、中村芳樹、大橋俊二の各氏は、「会社法」第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．平成19年８月23日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

３．平成19年８月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４．取締役木地伸雄、木地貴雄の両氏は、代表取締役社長木地英雄氏の子息であります。　
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営の実施においては、経営プロセスの透明化を図り、

PLAN-DO-CHECKの経営サイクルにおいて、取締役及び従業員の行動が法令及び定款に適合し且つ効率のよいものとな

るよう、努めています。当社は、当社が存在し、成長し続けることが可能となるためには、株主、従業員、取引先、地域住民

などの全てをクライアントと認識し、これら全てのステークホルダーに対して社業を通じて貢献していくことが必要不

可欠であると考えています。上記の基本的な考え方は、当社のみならず当社グループの会社にも共通したものです。

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）

(1) 当社の経営上の意思決定、執行及び監督に係わる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年５月31日現在

・取締役会

　取締役会は４名の取締役で構成され、月１度の定時取締役会の開催に加え、重要案件が生じたときには、都度臨

時取締役会を開催しております。また、監査役３名も出席し、取締役の職務の執行を監督しております。取締役会

への付議内容は、取締役会規程に定められた事項で迅速且つ的確に決議できる体制を整えております。

　なお、当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

・監査役会

　当社は第11期（平成15年５月期）末に、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」にいう「大会

社」となりましたので、平成15年８月に監査役を１名増員し、３名（うち社外監査役３名）となっております。監

査役会は、取締役会のみならず重要な会議に出席し、取締役の職務遂行を監督できる体制にあります。

・内部監査室

　当社では、会社の業務及び財産の実態を監査し、経営の合理化、経営効率の向上及び資産の保全を行うために、各

ラインとは独立した社長直轄の部局である内部監査室（１名）によって内部監査を実施しております。

　内部監査室は、監査役会及び会計監査人と密接に連携をとり、意見交換を定期的に実施し、内部監査の質的向上

に努めております。

・会計監査

　当社の会計監査業務を執行した会計監査人は、公認会計士中本優司氏（継続監査年数８年）及び公認会計士丸

亀哲也氏（継続監査年数８年）であり、監査業務に係る補助者は、公認会計士１名であります。また、その監査業

務の審査は他の公認会計士に委託されております。

・コンプライアンス

　コンプライアンスにつきましては、基本方針を定め、役員及び従業員等がコンプライアンスを理解し、それに

則った業務・運営をするよう努めております。コンプライアンス全体を統括する組織として、取締役社長を委員

長とし、業務部経営管理グループに事務局を置く「コンプライアンス委員会」を設置しております。コンプライ

アンス委員会は、教育・研修を行い、コンプライアンスの理解を図っております。

　また、当社は、社内においてコンプライアンス違反行為が起った、若しくは起りそうなときは、速やかに経営管理

本部長又は常勤監査役に相談・通報する体制を設けております。
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(2) 当社と当社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

社外取締役の蓮見正純氏は、平成20年７月31日付で取締役を辞任いたしました。　なお、平成20年８月28日現在蓮

見正純氏は、当社株式を480株所有しております。

(3) コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

　内部監査室は、平成19年６月から平成20年５月にかけて、社内の全部門（12部門）に対し各種社内規程の整備状況

やその運用状況等についてそれぞれ内部監査を実施し、その結果を取締役社長へ報告しております。

(4) リスク管理体制の整備の状況

　当社は、避けうるあらゆるリスクを未然に防ぐため、経営危機管理規程及び安全衛生管理規程等を設けておりま

す。役員及び従業員は、これらの規程に基づき、企業価値を高め、持続的発展可能な会社づくりに取組んでおります。

また、リスクの全社的対応は業務部経営管理グループが行い、各部門の所管業務に付随するリスク管理は当該部門

が行います。

　リスクに際しては経営危機管理規程に基づいて対処し、有事においては取締役社長を本部長とする「緊急対策本

部」が、危機管理にあたります。

(5) 関連当事者（親会社等）との関係に関する基本方針

該当する関連事項はありません。

(6) 役員報酬の内容

　取締役及び監査役に支払った報酬は次のとおりであります。

　 支給人員（名） 金額（千円）

取締役 5 41,458

 社外取締役 2 6,538

監査役 ― ―

社外監査役 3 7,200

計 10 55,196

(7) 監査報酬の内容

　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額　　　　8,000千円　　

　上記以外の報酬の金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,500千円

(8) 取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及びその選任決議は累積投票によらないものとする旨を定款に定めて

おります。

(9) 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、定款に別段の定めがある場合を除き、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会

の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

(10) 自己株式の取得の決定機関

　   当社は、会社法第165条２項の規定に基づき、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を　　

　　　　　定款に定めております。これは、機動的な資本政策の実施を可能とすることを目的とするものであります。
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(11) 中間配当の決定機関

　当社は、取締役会の決議によって、毎年11月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者

に対し、会社法454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）を行うことができる旨を定款に定めております。こ

れは、株主への機動的な利益還元可能とすることを目的とするものであります。

(12) 取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法426条第１項の規定により、法令に定める要件に該当する場合には、取締役会の決議によって、取締

役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の損害賠償責任を法令の限度において免

除することができる旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できる

ようにすることを目的とするものであります。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年６月１日から平成20年５月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年6月1日から平成20年５月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで）

の連結財務諸表及び第15期事業年度（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで）の財務諸表について、並びに、

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年６月１日から平成20年５月31日ま

で）の連結財務諸表及び第16期事業年度（平成19年６月１日から平成20年５月31日まで）の財務諸表について、公認

会計士　中本優司氏並びに公認会計士　丸亀哲也氏により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年５月31日）
当連結会計年度

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  1,995,826   1,944,820  

２．受取手形及び売掛金 　  512,686   293,269  

３．有価証券 　  20,014   30,564  

４．たな卸資産 　  624,096   750,994  

５．繰延税金資産 　  28,848   27,971  

６．その他 　  82,806   49,164  

７．貸倒引当金 　  △70   －  

流動資産合計 　  3,264,207 77.4  3,096,785 75.7

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物及び構築物 　 454,902   423,930   

減価償却累計額 　 68,670 386,232  91,077 332,852  

(2）機械装置及び運搬具 　 188,028   205,900   

減価償却累計額 　 75,569 112,458  100,568 105,331  

(3）工具器具備品 　 153,906   232,896   

減価償却累計額 　 94,204 59,701  139,922 92,973  

(4）土地 　  114,867   106,616  

(5）建設仮勘定 　  30,558   4,991  

有形固定資産合計 　  703,818 16.7  642,765 15.7

２．無形固定資産 　       

(1）その他 　  41,514   47,179  

無形固定資産合計 　  41,514 1.0  47,179 1.2

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  115,756   163,356  

(2）繰延税金資産 　  2,756   63,727  

(3）その他 　  91,065   77,909  

投資その他の資産合
計

　  209,578 4.9  304,994 7.4

固定資産合計 　  954,911 22.6  994,939 24.3

資産合計 　  4,219,118 100.0  4,091,725 100.0
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前連結会計年度

（平成19年５月31日）
当連結会計年度

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 　  98,490   94,011  

２．短期借入金　 　  －   25,000  

３．１年以内返済予定長
期借入金

　  359,178   434,812  

４．１年以内償還予定社
債

　  60,000   80,000  

５．未払法人税等 　  180   2,131  

６．製品保証引当金 　  15,755   23,076  

７．その他 　  123,474   204,490  

流動負債合計 　  657,078 15.6  863,522 21.1

Ⅱ　固定負債 　       

１．社債 　  540,000   550,000  

２．長期借入金 　  778,294   638,082  

３．退職給付引当金 　  5,380   6,556  

４．その他 　  50   50  

固定負債合計 　  1,323,724 31.3  1,194,688 29.2

負債合計 　  1,980,802 46.9  2,058,210 50.3

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金   1,102,711 26.1  1,102,711 26.9

２．資本剰余金 　  1,033,711 24.5  1,033,711 25.3

３．利益剰余金   537,383 12.8  337,691 8.2

４．自己株式 　  △435,250 △10.3  △435,250 △10.6

 株主資本合計 　  2,238,557 53.1  2,038,865 49.8

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価
差額金

  △241 △0.0  △5,350 △0.1

評価・換算差額等合計 　  △241 △0.0  △5,350 △0.1

純資産合計 　  2,238,315 53.1  2,033,514 49.7

負債純資産合計 　  4,219,118 100.0  4,091,725 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  1,909,144 100.0  1,724,498 100.0

Ⅱ　売上原価 　  954,214 50.0  1,001,625 58.1

売上総利益 　  954,929 50.0  722,872 41.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．役員報酬 　 112,220   76,576   

２．給料手当 　 157,839   196,288   

３．退職給付費用 　 566   939   

４．製品保証引当金繰入
額

　 22,487   30,670   

５．研究開発費 ※１ 153,911   102,555   

６．その他 　 494,640 941,665 49.3 475,006 882,036 51.1

営業利益又は営業損失
（△）

　  13,264 0.7  △159,164 △9.2

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 6,107   5,566   

２．受取配当金 　 0   0   

３．為替差益 　 25,353   －   

４．貸与資産賃貸料 　 14,665   14,579   

５．補助金収入 　 27,813   －   

６．雑収入 　 3,031 76,972 4.0 3,008 23,155 1.3

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 25,631   28,087   

２．為替差損 　 －   28,740   

３．社債発行費 　 11,449   1,559   

４．貸与資産諸経費 　 9,376   7,853   

５．原材料廃棄損 　 －   10,811   

６．雑損失 　 18,973 65,431 3.4 12,981 90,034 5.2

経常利益又は経常損失
（△）

　  24,804 1.3  △226,043 △13.1

Ⅵ　特別利益 　       

１．貸倒引当金戻入益 　 171   70   

２．製品保証引当金戻入
益

　 5,005   8,653   

３．投資有価証券売却益 　 2,983 8,160 0.4 － 8,724 0.5

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産除却損 ※２ 451   311   

２．固定資産売却損 ※３　 － 451 0.0 5,818 6,130 0.4

税金等調整前当期純
利益又は税金等調整
前当期純損失（△）

　  32,513 1.7  △223,449 △13.0

法人税、住民税及び事
業税

　 8,420   4,512   

法人税等調整額 　 67,769 76,190 4.0 △58,690 △54,177 △3.2

当期純損失（△） 　  △43,676 △2.3  △169,271 △9.8
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自平成18年６月１日　至平成19年５月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年５月31日　残高

（千円）
1,101,360 1,032,360 612,472 △163,811 2,582,381

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 1,351 1,351   2,703

剰余金の配当   △31,412  △31,412

当期純損失   △43,676  △43,676

自己株式の増加    △271,439 △271,439

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
     

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
1,351 1,351 △75,088 △271,439 △343,824

平成19年５月31日　残高

（千円）
1,102,711 1,033,711 537,383 △435,250 2,238,557

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成18年５月31日　残高

（千円）
△2,441 △2,441 2,579,940

連結会計年度中の変動額    

新株の発行   2,703

剰余金の配当   △31,412

当期純損失   △43,676

自己株式の増加   △271,439

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
2,200 2,200 2,200

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
2,200 2,200 △341,624

平成19年５月31日　残高

（千円）
△241 △241 2,238,315

当連結会計年度（自平成19年６月１日　至平成20年５月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年５月31日　残高

（千円）
1,102,711 1,033,711 537,383 △435,250 2,238,557

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △30,420  △30,420

当期純損失   △169,271  △169,271

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
     

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
－ － △199,692 － △199,692

平成20年５月31日　残高

（千円）
1,102,711 1,033,711 337,691 △435,250 2,038,865

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成19年５月31日　残高

（千円）
△241 △241 2,238,315
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

連結会計年度中の変動額    

剰余金の配当   △30,420

当期純損失   △169,271

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
△5,108 △5,108 △5,108

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
△5,108 △5,108 △204,800

平成20年５月31日　残高

（千円）
△5,350 △5,350 2,033,514
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　   

税金等調整前当期純
利益又は税金等調整
前当期純損失（△）

　 32,513 △223,449

減価償却費 　 96,392 113,672

貸倒引当金の減少額 　 △171 △70

製品保証引当金の増
加額

　 8,188 7,321

退職給付引当金の増
加額

　 679 1,176

受取利息及び受取配
当金

　 △6,107 △5,567

支払利息及び保証料 　 28,306 29,455

株式交付費 　 1,019 －

社債発行費 　 11,449 1,559

為替差損（△差益） 　 △16,969 25,180

原材料廃棄損 　 － 10,811

有形固定資産除却損 　 451 311

有形固定資産売却損 　 － 5,818

投資有価証券売却益 　 △2,983 －

売上債権の減少額 　 502,168 275,713

たな卸資産の増加額 　 △63,006 △151,774

仕入債務の減少額 　 △31,187 △5,771

その他資産・負債増
減額

　 △24,072 △10,327

小計 　 536,670 74,060

利息及び配当金の受
取額

　 6,318 4,191

利息及び保証料の支
払額

　 △25,340 △29,006

法人税等の還付額
（△支払額）

　 △204,249 59,860

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 313,398 109,107
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前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　   

定期預金の預入によ
る支出

　 △2,437 △13,568

定期預金の払戻によ
る収入

　 3,600 11,459

有形固定資産の取得
による支出

　 △66,749 △74,255

有形固定資産の売却
による収入

　 1,070 37,439

無形固定資産の取得
による支出

　 △23,001 △15,136

投資有価証券の取得
による支出

　 △59,601 △84,161

投資有価証券の売却
による収入

　 46,767 1,469

敷金の差入れによる
支出

　 － △7,677

敷金の回収による収
入

　 9,372 9,115

貸付金の回収による
収入

　 40,026 5,300

保険積立金の解約に
よる収入　

　 － 11,033

保険積立金の取得に
よる支出

　 － △441

その他 　 △41,838 6,897

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △92,791 △112,527

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　   

短期借入れによる収
入

　 50,000 685,000

短期借入金の返済に
よる支出

　 △50,000 △660,000

長期借入れによる収
入

　 200,000 300,000

長期借入金の返済に
よる支出

　 △400,012 △364,578

社債の発行による収
入

　 588,550 98,440

社債の償還による支
出

　 △522,000 △70,000

株式の発行による収
入

　 1,683 －

自己株式の取得によ
る支出 

　 △271,439 －

配当金の支払額 　 △31,086 △30,830
その他 　 － △576

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △434,303 △42,543

Ⅳ　現金及び現金同等物に係
る換算差額

　 13,830 △7,552

Ⅴ　現金及び現金同等物の減
少額

　 △199,864 △53,516

Ⅵ　現金及び現金同等物の期
首残高

　 2,141,828 1,941,963

Ⅶ　現金及び現金同等物の期
末残高

　 1,941,963 1,888,446
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前連結会計年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

 該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

 該当事項はありません。

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

１．連結の範囲に関する事

項

 （１） 連結子会社の数　　　　１社

　　　　連結子会社名　　

　　　　　　　　　 株式会社ＢＩＪ

 （１） 連結子会社の数　　　　１社

　　　　連結子会社名　　

　　　　　　　　　 株式会社ＢＩＪ

２．持分法の適用に関する

事項

該当ありません。 同左

３．連結子会社の事業年度

等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。  

同左

４．会計処理基準に関する

事項

　 　

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ たな卸資産

製品・仕掛品

主として個別法による原価法を

採用しております。

イ たな卸資産

製品・仕掛品 

同左

 原材料

月次総平均法による原価法を採

用しております。

原材料

同左

 ロ 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)を採用しており

ます。

ロ 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法を採用

しております。

時価のないもの

同左

 ハ デリバティブ

時価法を採用しております。

ハ デリバティブ

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ 有形固定資産

　定率法（ただし、建物(附属設備を除

く)については定額法）によっており

ます。

　なお、平成19年３月31日以前に取得

したものについては、法人税法に規定

する旧定率法又は旧定額法によって

おります。

　また、取得価額100千円以上200千円

未満の少額減価償却資産については、

３年均等償却によっております。

 （会計方針の変更）

　当連結会計年度より、法人税法の改

正に伴い、平成19年４月１日以降取得

の有形固定資産については、改正法人

税法に規定する償却方法により、減価

償却費を計上しております。

　これによる損益に与える影響は軽微

であります。

イ 有形固定資産

　定率法（ただし、建物(附属設備を除

く)については定額法）によっており

ます。

　なお、平成19年３月31日以前に取得

したものについては、法人税法に規定

する旧定率法又は旧定額法によって

おります。

　また、取得価額100千円以上200千円

未満の少額減価償却資産については、

３年均等償却によっております。

 ロ 無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっております。

 ロ 無形固定資産

同左 

(3）重要な引当金の計上基
準

イ 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

イ 貸倒引当金

同左

 ロ 製品保証引当金

　製品等のアフターサービスに対する

費用支出に備えるため、保証期間内の

サービス費用見積額を計上しており

ます。

ロ 製品保証引当金

 同左 

 ハ 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、退

職給付会計に関する実務指針（会計

制度委員会報告第13号）に定める簡
便法に基づき、退職金規程による連結

会計年度末自己都合要支給額を計上

しております。

ハ 退職給付引当金

同左

(4）重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨へ

の換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

(5）重要なリース取引の処
理方法

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左

(6）重要なヘッジ会計の方
法

 イ ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。

 イ ヘッジ会計の方法

同左

 

 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段：金利スワップ

　ヘッジ対象：借入金の利息

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

  ハ ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の認識は個別契約毎に

行っております。

 ハ ヘッジ方針

同左

 

 

 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であり、ヘッジ開始時

及びその後も継続して金利の変動に

よる影響を相殺又は一定の範囲に限

定する効果が見込まれるため、ヘッジ

の有効性の評価は省略しております。

 ニ ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7） 繰延資産の処理方法　 イ　社債発行費

　支出時に全額費用として処理してお

ります。

イ　社債発行費

　　　　　　同左

(8）その他連結財務諸表作

成のための重要な事

項

イ 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

イ 消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６．連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限及び満期の

到来する短期投資からなっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い）

　当連結会計年度より、「繰延資産の会計処理に関する

当面の取扱い」（企業会計基準委員会　実務対応報告第

19号　平成18年８月11日）を適用しております。これに

よる損益に与える影響はありません。

　なお、連結キャッシュ・フロー計算書上、前連結会計年

度まで「新株発行費」として表示していたものは当連

結会計年度より「株式交付費」として表示しておりま

す。

 　　　　　　――――――――――――

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

―――――――――――― （損益計算書）

前連結会計年度まで営業外費用の「雑損失」に含めて

表示しておりました「原材料廃棄損」は当期において営

業外費用の総額の100分の10を超えたため区分掲記しま

した。

　なお、前連結会計年度における「原材料廃棄損」は4,406

千円であります。

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年５月31日）

当連結会計年度
（平成20年５月31日）

　１ 輸出手形割引高　　67,894千円 　１ 　　　　――――――――――――

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

 ※１ 研究開発費の総額

　　　一般管理費に含まれる研究開発費    153,911千円

 ※１ 研究開発費の総額

　　　一般管理費に含まれる研究開発費    102,555千円

 ※２ 固定資産除却損は、工具器具備品451千円でありま

す。

 ※３　　　　――――――――――――

 ※２ 固定資産除却損は、建物207千円、工具器具備品103

千円であります。

 ※３ 固定資産売却損は、建物及び土地5,656千円、車両運

搬具162千円であります。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末

株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株） 

 発行済株式     

 普通株式　（注１） 63,824 17 － 63,841

合計 63,824 17 － 63,841

自己株式     

普通株式　（注２） 1,000 2,000 － 3,000

合計 1,000 2,000 － 3,000

　（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加17株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加2,000株は、取締役会決議に基づく取得による増加であります。

２　配当に関する事項

 （１）配当金支払額

決議 株式の種類

配当金の

総額

（千円） 

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

 平成18年８月24日

定時株主総会
 普通株式 31,412 500  平成18年５月31日  平成18年８月25日

　

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類

配当金の

総額

（千円） 

配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

 平成19年８月23日

定時株主総会
 普通株式 30,420  利益剰余金 500  平成19年５月31日  平成19年８月24日

当連結会計年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末

株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株） 

 発行済株式     

 普通株式 63,841 － － 63,841

合計 63,841 － － 63,841

自己株式     

普通株式 3,000 － － 3,000

合計 3,000 － － 3,000

２　配当に関する事項

 （１）配当金支払額

決議 株式の種類

配当金の

総額

（千円） 

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

 平成19年８月23日

定時株主総会
 普通株式 30,420 500  平成19年５月31日  平成19年８月24日
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（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

 （平成19年５月31日 現在）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

 （平成20年５月31日 現在）

現金及び預金勘定の期末残高 1,995,826千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △53,863千円

現金及び現金同等物の期末残高 1,941,963千円

現金及び預金勘定の期末残高 1,944,820千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △56,374千円

現金及び現金同等物の期末残高 1,888,446千円

（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

　額及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

　額及び期末残高相当額

 
取得価額
 相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
 相当額
（千円）

工具器具備品 4,422 3,095 1,326

ソフトウェア 3,806 3,362 444

合計 8,228 6,458 1,770

 
取得価額
 相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
 相当額
（千円）

工具器具備品 5,982 2,980 3,001

合計 5,982 2,980 3,001

２　未経過リース料期末残高相当額 ２　未経過リース料期末残高相当額

一年以内 1,449千円

一年超 473千円

合計 1,922千円

一年以内 902千円

一年超 2,161千円

合計 3,064千円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

　額

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

　額

支払リース料 1,877千円

減価償却費相当額 1,645千円

支払利息相当額 135千円

支払リース料 1,674千円

減価償却費相当額 1,480千円

支払利息相当額 132千円

４　減価償却費相当額の算定方法 ４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左

５　利息相当額の算定方法 ５　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年５月31日現在）

１　その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

株式 － － －

債券 － － －

その他 41,070 42,196 1,125

小計 41,070 42,196 1,125

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないも

の
   

株式 － － －

債券 14,254 12,715 △1,538

その他 － － －

小計 14,254 12,715 △1,538

合計 55,324 54,911 △412

　（注）当社及び連結子会社では「その他有価証券」について、金融商品会計に係る会計基準に基づき、簿価に比べ時価が

30％以上下落した銘柄につき減損処理を行っております。

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

46,360 2,983 －

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

種類 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

中期国債ファンド 20,014

非上場外国債券 60,845

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

種類 １年以内（千円）
１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超（千円）

債券     

その他 － 12,715 － －

その他 － － 32,445 －

計 － 12,715 32,445 －

当連結会計年度（平成20年５月31日現在）

１　その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

株式 － － －
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種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

債券 － － －

その他 － － －

小計 － － －

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないも

の
   

株式 － － －

債券 14,254 10,471 △3,782

その他 39,601 36,456 △3,144

小計 53,855 46,928 △6,926

合計 53,855 46,928 △6,926

　（注）当社及び連結子会社では「その他有価証券」について、金融商品会計に係る会計基準に基づき、簿価に比べ時価が

30％以上下落した銘柄につき減損処理を行っております。

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

種類 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

中期国債ファンド 20,092

非上場外国債券 126,900

３　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

種類 １年以内（千円）
１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超（千円）

債券     

　社債 － 126,900 － －

その他 10,471 － － －

その他 － － 27,436 －

計 10,471 126,900 27,436 －

EDINET提出書類

株式会社インターアクション(E02336)

有価証券報告書

50/90



（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

(1）取引の内容

 金利スワップ取引を利用しております。

(1）取引の内容

同左

(2）取引に対する取組方針

 金利の変動によるリスク回避を目的としており、投

機的な取引は行わない方針であります。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引の利用目的

 借入金利等の将来の金利市場における利率上昇に

よる変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引

を利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

(3）取引の利用目的

同左

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しておりますので、特例処理を採用しておりま

す。

①ヘッジ会計の方法

同左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段：金利スワップ

　　ヘッジ対象：借入金の利息

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利

スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の認識は

個別契約毎に行っております。

 ③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が

同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して

金利の変動による影響を相殺または一定の範囲

に限定する効果が見込まれるため、ヘッジの有効

性の評価は省略しております。

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）取引に係るリスクの内容

 金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスク

を有しております。

  なお、取引相手先は信用度の高い国内の金融機関で

あるため、信用リスクはほとんどないと認識しており

ます。

　

(4）取引に係るリスクの内容

同左

(5）取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、財務

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

 

(5）取引に係るリスク管理体制

同左

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（平成19年５月31日現在）

 デリバティブ取引には全てヘッジ会計を適用しているため、記載すべき事項はありません。

当連結会計年度（平成20年５月31日現在）

 デリバティブ取引には全てヘッジ会計を適用しているため、記載すべき事項はありません。
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を設けております。

２　退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成19年５月31日）
当連結会計年度

（平成20年５月31日）

退職給付債務（千円） 5,380 6,556

　退職給付引当金（千円） 5,380 6,556

３　退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

退職給付費用（千円） 1,290 1,718

　勤務費用（千円） 1,290 1,718
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 （１）ストック・オプションの内容

　 平成15年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社取締役６名、当社従業員31名 当社取締役６名、当社従業員44名

 ストック・オプション数　（注） 普通株式　　300株 普通株式　　500株

 付与日 平成16年２月24日 平成17年４月25日

 権利確定条件 特に付されておりません。 特に付されておりません。

 対象勤務期間 特に定めはありません。 特に定めはありません。

 権利行使期間 平成17年９月１日～平成20年８月31日 平成18年９月１日～平成21年８月31日

　

　  平成17年ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数 当社取締役４名、当社従業員39名

 ストック・オプション数　（注） 普通株式　　500株

 付与日 平成18年４月14日

 権利確定条件 特に付されておりません。

 対象勤務期間 特に定めはありません。

 権利行使期間 平成19年９月１日～平成22年８月31日

　（注）付与後に実施された株式分割を考慮した上で、株式数に換算して記載しております。

 （２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成19年５月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

 ①ストック・オプションの数

　 平成15年ストックオプション 平成16年ストックオプション  

 権利確定前　　　　　　　　　（株）   

 前連結会計年度末 － 390

 付与 － －

 失効 － 2

 権利確定 － 388

 未確定残 － －

 権利確定後　　　　　　　　　（株）   

 前連結会計年度末 232 －

 権利確定 － 388

 権利行使 － 17

 失効 94 136

 未行使残 138 235

　 平成17年ストックオプション  

 権利確定前　　　　　　　　　（株）  

 前連結会計年度末 493

 付与 －

 失効 158

 権利確定 －

 未確定残 335

 権利確定後　　　　　　　　　（株）  

 前連結会計年度末 －

 権利確定 －

 権利行使 －

 失効 －

 未行使残 －

 ②単価情報
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　 平成15年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション

 権利行使価格　　　　　　　　（円） 340,000 159,000

 行使時平均株価　　　　　　　（円）　　　　　 － 168,000

 公平な評価単価　（付与日）　（円） － －

　 平成17年ストック・オプション

 権利行使価格　　　　　　　　（円） 219,000

 行使時平均株価　　　　　　　（円）　　　　　 －

 公平な評価単価　（付与日）　（円） －

当連結会計年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 （１）ストック・オプションの内容

　 平成15年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社取締役６名、当社従業員31名 当社取締役６名、当社従業員44名

 ストック・オプション数　（注） 普通株式　　300株 普通株式　　500株

 付与日 平成16年２月24日 平成17年４月25日

 権利確定条件 特に付されておりません。 特に付されておりません。

 対象勤務期間 特に定めはありません。 特に定めはありません。

 権利行使期間 平成17年９月１日～平成20年８月31日 平成18年９月１日～平成21年８月31日

　

　  平成17年ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数 当社取締役４名、当社従業員39名

 ストック・オプション数　（注） 普通株式　　500株

 付与日 平成18年４月14日

 権利確定条件 特に付されておりません。

 対象勤務期間 特に定めはありません。

 権利行使期間 平成19年９月１日～平成22年８月31日

　（注）付与後に実施された株式分割を考慮した上で、株式数に換算して記載しております。
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 （２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成20年５月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

 ①ストック・オプションの数

　 平成15年ストックオプション 平成16年ストックオプション  

 権利確定前　　　　　　　　　（株）   

 前連結会計年度末 － －

 付与 － －

 失効 － －

 権利確定 － －

 未確定残 － －

 権利確定後　　　　　　　　　（株）   

 前連結会計年度末 138 235

 権利確定 － －

 権利行使 － －

 失効 44 68

 未行使残 94 167

　 平成17年ストックオプション  

 権利確定前　　　　　　　　　（株）  

 前連結会計年度末 335

 付与 －

 失効 4

 権利確定 331

 未確定残 －

 権利確定後　　　　　　　　　（株）  

 前連結会計年度末 －

 権利確定 331

 権利行使 －

 失効 190

 未行使残 141

 ②単価情報

　 平成15年ストック・オプション 平成16年ストック・オプション

 権利行使価格　　　　　　　　（円） 340,000 159,000

 行使時平均株価　　　　　　　（円）　　　　　 － －

 公平な評価単価　（付与日）　（円） － －

　 平成17年ストック・オプション

 権利行使価格　　　　　　　　（円） 219,000

 行使時平均株価　　　　　　　（円）　　　　　 －

 公平な評価単価　（付与日）　（円） －
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年５月31日）

当連結会計年度
（平成20年５月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）   

未払賞与 17,578千円

研究開発費否認 9,103千円

製品保証引当金否認 6,396千円

退職給付引当金限度超過額 2,184千円

繰越欠損金 51,176千円 

その他 3,927千円

繰延税金資産小計 90,367千円

評価性引当額 △54,524千円

繰延税金資産合計 35,843千円
   

（繰延税金負債） 　

未収事業税 △3,873千円

その他有価証券評価差額金 △365千円

繰延税金負債合計 △4,238千円

繰延税金資産の純額 31,604千円

　

（繰延税金資産）   

未払賞与 15,531千円

製品保証引当金否認 9,369千円

退職給付引当金限度超過額 2,662千円

繰越欠損金 141,291千円 

その他有価証券評価差額金 2,820千円 

その他 4,810千円

繰延税金資産小計 176,486千円

評価性引当額 △84,786千円

繰延税金資産合計 91,699千円
   

（繰延税金負債） 　

繰延税金負債合計 －千円

繰延税金資産の純額 91,699千円

　

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

 流動資産－繰延税金資産 28,848千円

 固定資産－繰延税金資産 2,756千円

　

 流動資産－繰延税金資産 27,971千円

 固定資産－繰延税金資産 63,727千円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）  　

交際費等永久に損金に算入されない項目 14.3％

住民税均等割等 13.9％

法人税額特別控除 △1.9％

評価性引当額の増減 167.7％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 234.3％

　  　

　

　　税金等調整前当期純損失を計上しているため記載を省

略しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

　
電子部品
検査装置事業
（千円）

セキュリティ
関連事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,696,285 212,858 1,909,144 － 1,909,144

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
7,716 143,000 150,716 (150,716) －

計 1,704,001 355,858 2,059,860 (150,716) 1,909,144

営業費用 1,211,653 346,312 1,557,966 337,913 1,895,879

営業利益 492,347 9,546 501,894 (488,629) 13,264

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
     

資産 3,769,071 246,108 4,015,180 203,938 4,219,118

減価償却費 60,306 14,335 74,641 21,750 96,392

資本的支出 80,124 10,756 90,880 － 90,880

　（注）１ 事業区分の方法

　　　　　 事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２ 各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品 

 電子部品検査装置事業  光源装置、ＩＰモジュール、カメラモジュール検査システム

 セキュリティ関連事業  光応用センサー製品

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用　　　　　

　
 前連結会計年度

(千円) 
主な内容 

 消去又は全社の項目に含めた

 配賦不能営業費用の金額     
488,663  親会社本社の管理部門に係る費用であります。

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は263,904千円であり、その主なものは当社での余

資運用資金(預金及び有価証券)及び管理部門に係る資産であります。

当連結会計年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

　
電子部品
検査装置事業
（千円）

セキュリティ
関連事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,419,402 305,095 1,724,498 － 1,724,498

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
17,164 85,310 102,474 　(102,474) －

計 1,436,566 390,405 1,826,972 　(102,474) 1,724,498

営業費用 1,065,777 452,686 1,518,464 365,198 1,883,662

営業利益（又は営業損失△） 370,788 △62,280 308,507 　(467,672) △159,164
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電子部品
検査装置事業
（千円）

セキュリティ
関連事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
     

資産 3,655,518 280,276 3,935,794 155,930 4,091,725

減価償却費 71,865 22,665 94,531 19,141 113,672

資本的支出 56,180 51,911 108,091 6,117 114,208

　（注）１ 事業区分の方法

　　　　　 事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２ 各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品 

 電子部品検査装置事業  光源装置、ＩＰモジュール、カメラモジュール検査システム

 セキュリティ関連事業  光応用センサー製品

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用　　　　　

　
 当連結会計年度

(千円) 
主な内容 

 消去又は全社の項目に含めた

 配賦不能営業費用の金額     
473,872  親会社本社の管理部門に係る費用であります。

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は329,715千円であり、その主なものは当社での余

資運用資金(預金及び有価証券)及び管理部門に係る資産であります。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自 平成18年６月１日  至 平成19年５月31日）及び当連結会計年度（自 平成19年６月１日

  至 平成20年５月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないた

め、該当事項はありません。
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【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

 アジア 北米  欧州 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 346,621 107,986 17,865 472,473

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ― ― 1,909,144

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
18.1 5.7 0.9 24.7

　（注）１ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２ 各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

   (１) アジア・・・・・・中国、台湾、韓国、シンガポール

   (２) 北　米・・・・・・アメリカ

　（３）欧  州・・・・・・フランス、イタリア

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当連結会計年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

　          海外売上高は、連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

 該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

１株当たり純資産額 　　36,789円60銭 　　     33,423円43銭

１株当たり当期純損失金額（△） 　　 △705円59銭 　　 　   △2,782円20銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額

潜在株式は存在するものの１株当たり

当期純損失であるため記載しておりま

せん。

潜在株式は存在するものの１株当たり

当期純損失であるため記載しておりま

せん。

　（注）１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

項目
前連結会計年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） △43,676 △169,271

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）

△43,676 △169,271

普通株式の期中平均株式数（株） 61,900 60,841

普通株式の増加数（株） － －

（うち新株予約権） （－） （－） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整　　

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要

　

平成15年８月28日の定時株主

総会において決議された新株予

約権69個（普通株式138株）

平成16年８月26日の定時株主

総会において決議された新株予

約権235個（普通株式235株）

平成17年８月24日の定時株主

総会において決議された新株予

約権335個（普通株式335株）

なお、新株予約権の概要は「第

4　提出会社の状況　1．株式等の

状況(2)新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。

平成15年８月28日の定時株主

総会において決議された新株予

約権47個（普通株式94株）

平成16年８月26日の定時株主

総会において決議された新株予

約権167個（普通株式167株）

平成17年８月24日の定時株主

総会において決議された新株予

約権141個（普通株式141株）

なお、新株予約権の概要は「第

4　提出会社の状況　1．株式等の

状況(2)新株予約権等の状況」に

記載のとおりであります。

（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

 該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

 該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

㈱インター

　　アクション
第４回無担保社債 平成18.12.29

300,000

　

300,000

(―)
1.24 なし 平成21.12.29

㈱インター

　　アクション
第５回無担保社債 平成18.12.29

300,000

　

240,000

（60,000)　
1.35 なし 平成23.12.29

㈱インター

　　アクション　
第６回無担保社債　 平成19.6.29　

－

　

90,000

（20,000)　
1.67 なし　 平成24.6.29

合計 ― ―
600,000

 

630,000

（80,000)　
― ― ―

　（注）１．(  )内書きは、１年以内の償還予定額であります。　

 　　　 ２．連結貸借対照表日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額

１年以内（千円）
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

80,000 380,000 80,000 80,000 10,000

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 25,000 1.7 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 359,178 434,812 1.7 ―

１年以内に返済予定のリース債務 － － － ―

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。) 778,294 638,082 1.7
平成21年6月～

平成25年2月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。) － － － ―

その他の有利子負債 － － － ―

合計 1,137,472 1,097,894 － ―

　（注）１．「平均利率」については、借入金の期中平均残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下

のとおりであります。

区分
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 368,482 154,800 84,800 30,000

（２）【その他】

  該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年５月31日）
当事業年度

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   1,849,164   1,899,510  

２　受取手形 　  －   17,749  

３　売掛金   491,424   237,639  

４　有価証券   20,014   24,338  

５　製品   54,467   84,158  

６　原材料   289,008   316,328  

７　仕掛品   209,081   244,908  

８　貯蔵品   2,005   1,440  

９　前渡金   －   1,292  

10　前払費用   8,280   20,047  

11　繰延税金資産   28,848   27,971  

12　短期貸付金 ※１  83,900   138,600  

13　未収法人税等   57,483   －  

14　その他   10,695   25,516  

15　貸倒引当金   △70   －  

流動資産合計   3,104,303 74.3  3,039,504 74.5

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1）建物 　 438,371   405,788   

減価償却累計額  60,327 378,044  79,893 325,894  

(2）構築物  14,375   14,375   

減価償却累計額  6,664 7,711  8,173 6,201  

(3）機械装置  168,074   194,247   

減価償却累計額  65,209 102,864  92,176 102,070  

(4）車両運搬具  18,593   11,652   

減価償却累計額  9,678 8,914  8,391 3,261  

(5）工具器具備品  115,951   145,449   

減価償却累計額  72,142 43,809  98,294 47,154  

(6）土地 　  114,867   106,616  

(7）建設仮勘定   30,558   4,991  

有形固定資産合計   686,769 16.4  596,190 14.6
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前事業年度

（平成19年５月31日）
当事業年度

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

２　無形固定資産        

(1）特許権   107   69  

(2）商標権   554   199  

(3）意匠権   50   －  

(4）ソフトウェア   29,298   35,768  

(5）電話加入権   233   233  

(6) その他   7,133   7,335  

無形固定資産合計   37,377 0.9  43,606 1.1

３　投資その他の資産        

(1）投資有価証券   107,800   163,356  

(2）関係会社株式   110,000   110,000  

(3）出資金   10   10  

(4）関係会社長期貸付金   38,630   20,030  

(5）長期前払費用   39,751   41,111  

(6）繰延税金資産   2,219   81,591  

(7）敷金   37,616   28,600  

(8）保険積立金   13,620   －  

 (9）その他   58   67  

(10) 関係会社投資損失引
当金

  －   △44,000  

投資その他の資産合
計

  349,706 8.4  400,768 9.8

固定資産合計   1,073,854 25.7  1,040,566 25.5

資産合計   4,178,157 100.0  4,080,070 100.0
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前事業年度

（平成19年５月31日）
当事業年度

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金   70,310   86,695  

２　一年以内返済予定長期
借入金

　  319,178   394,812  

３　一年以内償還予定社債   60,000   80,000  

４　未払金   80,141   87,631  

５　未払費用   3,736   3,883  

６　未払法人税等   －   1,965  

７　前受金   26,144   33,889  

８　預り金   5,600   9,002  

９　前受収益   －   46  

10　製品保証引当金   15,755   23,076  

11　その他   －   12,166  

流動負債合計   580,866 13.9  733,169 18.0

Ⅱ　固定負債        

１　社債   540,000   550,000  

２　長期借入金 　  678,294   578,082  

３　退職給付引当金   5,284   6,211  

４　その他   50   50  

固定負債合計   1,223,628 29.3  1,134,343 27.8

負債合計   1,804,495 43.2  1,867,512 45.8
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前事業年度

（平成19年５月31日）
当事業年度

（平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   1,102,711 26.4  1,102,711 27.0

２　資本剰余金 　       

 （1）資本準備金  1,033,711   1,033,711   

資本剰余金合計   1,033,711 24.7  1,033,711 25.4

３　利益剰余金        

(1）利益準備金  2,600   2,600   

(2）その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  669,353   511,089   

利益剰余金合計   671,953 16.1  513,689 12.6

４　自己株式   △435,250 △10.4  △435,250 △10.7

　　　株主資本合計   2,373,127 56.8  2,214,863 54.3

　 　       

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価差
額金

 535   △2,306   

評価・換算差額等合計 　  535 0.0  △2,306 △0.1

 純資産合計   2,373,662 56.8  2,212,557 54.2

負債純資産合計   4,178,157 100.0  4,080,070 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１　製品売上高   1,853,701 100.0  1,526,156 100.0

Ⅱ　売上原価        

１　期首製品たな卸高  60,669   54,467   

２　当期製品製造原価  1,006,665   887,172   

合計  1,067,334   941,640   

３　他勘定振替高 ※１ －   17,724   

４　期末製品たな卸高  54,467 1,012,867 54.6 84,158 839,757 55.0

売上総利益   840,833 45.4  686,399 45.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１　役員報酬  75,530   55,196   

２　給料手当  142,418   165,145   

３　賞与  36,633   41,359   

４　退職給付費用  521   741   

５　販売手数料  55,812   41,281   

６　旅費交通費  65,574   54,793   

７　賃借料  35,604   25,760   

８　支払手数料  60,901   88,624   

９　減価償却費  25,751   29,583   

10　製品保証引当金繰入額  22,487   30,670   

11　研究開発費 ※２ 140,514   99,213   

12　その他  169,605 831,355 44.9 152,962 785,333 51.5

営業利益又は営業損
失（△）

  9,478 0.5  △98,934 △6.5
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前事業年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  ※３ 3,472   4,814   

２　有価証券利息  3,676   2,737   

３　受取配当金  0   0   

４　為替差益  25,394   －   

５　貸与資産賃貸料  14,665   14,579   

６　補助金収入  27,813   －   

７　雑収入  2,303 77,326 4.2 3,005 25,138 1.7

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  17,029   16,204   

２　社債利息  5,874   8,716   

３　支払保証料  2,674   1,367   

４　株式交付費  644   －   

５　社債発行費  11,449   1,559   

６　貸与資産諸費用  9,376   7,853   

７　為替差損  －   28,942   

８　原材料廃棄損  －   10,811   

９　雑損失  8,522 55,571 3.0 9,547 85,003 5.6

経常利益又は経常損
失（△）

  31,233 1.7  △158,799 △10.4

Ⅵ　特別利益        

１　貸倒引当金戻入益 　 171   70   

２　製品保証引当金戻入益  5,005   8,653   

３　投資有価証券売却益  2,983 8,160 0.4 － 8,724 0.6

Ⅶ　特別損失        

１　固定資産除却損  ※４ 451   281   

２　固定資産売却損  ※５ －   5,818   

３　関係会社投資損失引
　　当金繰入額

　 － 451 0.0 44,000 50,100 3.3

税引前当期純利益又
は税引前当期純損失
（△）

  38,941 2.1  △200,174 △13.1

法人税、住民税及び事
業税

 8,130   4,222   

法人税等調整額  15,617 23,748 1.3 △76,554 △72,331 △4.7

当期純利益又は当期
純損失（△）

  15,193 0.8  △127,843 △8.4

        

EDINET提出書類

株式会社インターアクション(E02336)

有価証券報告書

67/90



製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  313,091 26.3 340,928 31.3

Ⅱ　労務費  336,871 28.3 272,688 25.1

Ⅲ　外注加工費  396,717 33.4 342,155 31.4

Ⅳ　経費 ※１ 142,997 12.0 132,727 12.2

当期総製造費用  1,189,679 100.0 1,088,500 100.0

期首仕掛品たな卸高  244,917  209,081  

他勘定受入高  16,289  －  

合計  1,450,886  1,297,581  

期末仕掛品たな卸高  209,081  244,908  

他勘定振替高 ※２ 235,139  165,500  

当期製品製造原価  1,006,665  887,172  

      

　（注）

前事業年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

※１　経費のうち主な内訳は次のとおりであります。 ※１　経費のうち主な内訳は次のとおりであります。

減価償却費 39,737千円 減価償却費    47,277千円

旅費交通費 25,918千円 旅費交通費       15,115千円

賃借料 23,089千円 賃借料       23,329千円

※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

機械装置 14,771千円 販売費及び一般管理費     　 157,294千円

建設仮勘定     11,606千円 その他      　 8,205千円

販売費及び一般管理費 205,767千円 　 　

その他      2,995千円 　          

　３　原価計算の方法 　３　原価計算の方法

　実際原価による個別原価計算を実施しております。 同左
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年6月1日　至　平成19年5月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本

準備金

資本剰余

金合計

利益

準備金

その他利

益剰余金
利益剰余

金合計繰越利益

剰余金

平成18年5月31日　残高
（千円）

1,101,360 1,032,360 1,032,360 2,600 685,571 688,171 △163,811 2,658,081

事業年度中の変動額         

新株の発行 1,351 1,351 1,351     2,703

剰余金の配当     △31,412 △31,412  △31,412

当期純利益     15,193 15,193  15,193

自己株式の取得       △271,439 △271,439

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

        

事業年度中の変動額合計
（千円）

1,351 1,351 1,351 － △16,218 △16,218 △271,439 △284,954

平成19年５月31日　残高
（千円）

1,102,711 1,033,711 1,033,711 2,600 669,353 671,953 △435,250 2,373,127

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計

平成18年５月31日　残高
（千円）

△1,712 △1,712 2,656,368

事業年度中の変動額    

新株の発行   2,703

剰余金の配当   △31,412

当期純利益   15,193

自己株式の取得   △271,439

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

2,247 2,247 2,247

事業年度中の変動額合計
（千円）

2,247 2,247 △282,706

平成19年５月31日　残高
（千円）

535 535 2,373,662

当事業年度（自　平成19年6月1日　至　平成20年5月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本

準備金

資本剰余

金合計

利益

準備金

その他利

益剰余金
利益剰余

金合計繰越利益

剰余金

平成19年５月31日　残高
（千円）

1,102,711 1,033,711 1,033,711 2,600 669,353 671,953 △435,250 2,373,127

事業年度中の変動額         

剰余金の配当     △30,420 △30,420  △30,420

当期純損失     △127,843 △127,843  △127,843

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本

準備金

資本剰余

金合計

利益

準備金

その他利

益剰余金
利益剰余

金合計繰越利益

剰余金

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － △158,263 △158,263 － △158,263

平成20年５月31日　残高
（千円）

1,102,711 1,033,711 1,033,711 2,600 511,089 513,689 △435,250 2,214,863

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計

平成19年５月31日　残高
（千円）

535 535 2,373,662

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △30,420

当期純損失   △127,843

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額）
△2,841 △2,841 △2,841

事業年度中の変動額合計
（千円）

△2,841 △2,841 △161,104

平成20年５月31日　残高
（千円）

△2,306 △2,306 2,212,557
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

 該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

 該当事項はありません。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

（1）子会社株式

移動平均法による原価法を採用してお

ります。

（1）子会社株式

同左

　  (2）その他有価証券

 時価のあるもの

 (2）その他有価証券

 時価のあるもの

 　  決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

同左

 
時価のないもの 時価のないもの

 移動平均法による原価法を採用して

おります。

同左

２　デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法を採用しております。 同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）製品、仕掛品

　個別法による原価法を採用しておりま

す。

(1）製品、仕掛品

同左

 (2）原材料 (2）原材料
 　月次総平均法による原価法を採用して

おります。

　同左

４　固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、建物(附属設備を除く

)については定額法）によっておりま

す。

　なお、平成19年３月31日以前に取得し

たものについては、法人税法に規定する

旧定率法又は旧定額法によっておりま

す。

　また、取得価額100千円以上200千円未

満の少額減価償却資産については、３年

均等償却によっております。

（会計方針の変更）

　当事業年度より、法人税法の改正に伴

い、平成19年４月１日以降取得の有形

固定資産については、改正法人税法に

規定する償却方法により、減価償却費

を計上しております。

　これによる損益に与える影響は軽微

であります。

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、建物(附属設備を除く

)については定額法）によっておりま

す。

　なお、平成19年３月31日以前に取得し

たものについては、法人税法に規定する

旧定率法又は旧定額法によっておりま

す。

　また、取得価額100千円以上200千円未

満の少額減価償却資産については、３年

均等償却によっております。

 
(2）無形固定資産 (2）無形固定資産

 　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

５　繰延資産の処理方法 (1）株式交付費 (1）　――――――――――――
 　支出時に全額費用として処理しており

ます。

 

 (2）社債発行費

　支出時に全額費用として処理しており

ます。

(2）社債発行費

　　　　　　　同左

 ６　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

同左

７　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金
 　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

同左

 (2）製品保証引当金 (2）製品保証引当金
 　製品等のアフターサービスに対する費

用支出に備えるため、保証期間内のサー

ビス費用見積額を計上しております。

同左

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金
 　従業員の退職給付に備えるため、退職

給付会計に関する実務指針（会計制度

委員会報告第13号）に定める簡便法に

基づき、退職金規程による期末自己都合

要支給額を計上しております。

同左

 (4）　―――――――――――― (4）関係会社投資損失引当金
 　 　　 関係会社に対する投資の損失に備える

ため、当該関係会社の財政状態及び回復

可能性等を勘案し、必要と認めた額を計

上しております。　 

８　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

９　ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法
 　金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしておりますので、特例処理

を採用しております。

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象
 ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：借入金の利息

同左

 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針
 　借入金の金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っており、

ヘッジ対象の認識は個別契約毎に行っ

ております。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法
 　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要

な条件が同一であり、ヘッジ開始時及び

その後も継続して金利の変動による影

響を相殺又は一定の範囲に限定する効

果が見込まれるため、ヘッジの有効性の

評価は省略しております。

同左

10　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年６月１日
　  至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
　  至　平成20年５月31日）

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い）

　当事業年度より、「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会　実務対応報告第19号

　平成18年８月11日）を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。

　なお、損益計算書上、前事業年度まで「新株発行費」と

して表示していたものは当事業年度より「株式交付

費」として表示しております。

　　　　　　　――――――――――――

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年６月１日
　  至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
　  至　平成20年５月31日）

（貸借対照表） （貸借対照表）

前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しており

ました「短期貸付金」は当期において資産の総額の100

分の１を超えたため区分掲記しました。

　なお、前期末の「短期貸付金」は31,519千円であります。

　　　　　　――――――――――――

（損益計算書） （損益計算書）

　　　　　　―――――――――――― 前期まで営業外費用の「雑損失」に含めて表示してお

りました「原材料廃棄損」は当期において営業外費用の

総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。

　なお、前期における「原材料廃棄損」は4,406千円であり

ます。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年５月31日）

当事業年度
（平成20年５月31日）

※１　関係会社に対する資産

 　　　短期貸付金　　　　　78,600千円

※１　関係会社に対する資産

 　　　短期貸付金　　　　　      138,600千円

　２　偶発債務

 次の関係会社について、金融機関からの借入

に対して債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

株式会社ＢＩＪ 140,000  借入金

　２　偶発債務

 次の関係会社について、金融機関からの借入

に対して債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

株式会社ＢＩＪ 100,000  借入金

　３　輸出手形割引高　　　　67,894千円 　３ 　　　　――――――――――――

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

※１ 　　　　―――――――――――― ※１  他勘定振替高は、有形固定資産への振替高17,724千

円であります。

※２　研究開発費の総額 ※２　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 140,514千円 一般管理費に含まれる研究開発費 99,213千円

※３  関係会社との取引 ※３  関係会社との取引

関係会社よりの受取利息 1,624千円 関係会社よりの受取利息 2,642千円

※４　固定資産除却損は、工具器具備品451千円でありま

す。

※４　固定資産除却損は、建物177千円、工具器具備品103千

円であります。

※５ 　　　　―――――――――――― ※５　固定資産売却損は、建物及び土地5,656千円、車両運搬

具162千円であります。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前期末株式数
（株）

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株） 

普通株式　（注） 1,000 2,000 － 3,000

合計 1,000 2,000 － 3,000

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,000株は、取締役会決議に基づく取得による増加であります。

当事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前期末株式数
（株）

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株） 

普通株式 3,000 － － 3,000

合計 3,000 － － 3,000

　

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

　額及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

　額及び期末残高相当額

 
取得価額
 相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
 相当額
（千円）

工具器具備品 4,422 3,095 1,326

ソフトウェア 3,806 3,362 444

合計 8,228 6,458 1,770

 
取得価額
 相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
 相当額
（千円）

工具器具備品 5,982 2,980 3,001

合計 5,982 2,980 3,001

２　未経過リース料期末残高相当額 ２　未経過リース料期末残高相当額

一年以内 1,449千円

一年超 473千円

合計 1,922千円

一年以内 902千円

一年超 2,161千円

合計 3,064千円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

　　額

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

　　額

支払リース料 1,877千円

減価償却費相当額 1,645千円

支払利息相当額 135千円

支払リース料 1,674千円

減価償却費相当額 1,480千円

支払利息相当額 132千円

４　減価償却費相当額の算定方法 ４　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

　額法によっております。

同左

５　利息相当額の算定方法 ５　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

　額を利息相当額とし、各期への配分方法について

　は、利息法によっております。

同左
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（有価証券関係）

前事業年度（平成19年５月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式のうち、時価のあるものはありません。

当事業年度（平成20年５月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式のうち、時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年５月31日）

当事業年度
（平成20年５月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）   

未払賞与 16,716千円

研究開発費否認 9,103千円

製品保証引当金否認 6,396千円

退職給付引当金限度超過額 2,145千円

その他 943千円

繰延税金資産合計 35,306千円
   

（繰延税金負債） 　

未収事業税 △3,873千円

その他有価証券評価差額金 △365千円

繰延税金負債合計 △4,238千円

繰延税金資産の純額 31,067千円

　

（繰延税金資産）   

未払賞与 14,357千円

製品保証引当金否認 9,369千円

退職給付引当金限度超過額 2,521千円

関係会社投資損失引当金否認 17,864千円

繰越欠損金 59,216千円

その他有価証券評価差額金 1,576千円

その他 4,658千円

繰延税金資産合計 109,563千円
   

（繰延税金負債） 　

繰延税金負債合計 －千円

繰延税金資産の純額 109,563千円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）  　

交際費等永久に損金に算入されない項目 11.3％

住民税均等割等 10.8％

法人税額特別控除 △1.6％

 その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 61.0％

　  　

　

税引前当期純損失を計上しているため記載を省略

しております。
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

１株当たり純資産額 　　39,014円19銭 　　      36,366円22銭

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額

（△）

　　 245円46銭 　　    △2,101円27銭 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり当期純損失であるため

記載しておりません。

　（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定

上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日）

当事業年度
（自　平成19年６月１日
至　平成20年５月31日）

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 15,193 △127,843

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）

15,193 △127,843

普通株式の期中平均株式数（株） 61,900 60,841

普通株式の増加数（株） － －

（うち新株予約権） (－) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

　

平成15年８月28日の定時株主総

会において決議された新株予約権　

　 69個（普通株式138株）

平成16年８月26日の定時株主総

会において決議された新株予約権　

 235個（普通株式235株）

平成17年８月24日の定時株主総

会において決議された新株予約権　

 335個（普通株式335株）

なお、新株予約権の概要は「第4　

提出会社の状況　1．株式等の状況

(2)新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。

平成15年８月28日の定時株主総

会において決議された新株予約権　

 47個（普通株式94株）

平成16年８月26日の定時株主総

会において決議された新株予約権　

 167個（普通株式167株）

平成17年８月24日の定時株主総

会において決議された新株予約権　

 141個（普通株式141株）

なお、新株予約権の概要は「第4　

提出会社の状況　1．株式等の状況

(2)新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。　

（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日）

 該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年６月１日　至　平成20年５月31日）

 該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【債券】

有価証券 その他有価証券

銘柄 券面総額（米ドル） 貸借対照表計上額

（千円）

　国際復興開発銀行社債　 40,000 4,246

小計　 40,000 4,246

 投資有価証券  その他有価証券 TESEDA 転換社債 1,200,000 126,900

　 　 小計 1,200,000 126,900

計 1,240,000 131,146

【その他】

有価証券 その他有価証券

種類及び銘柄 投資口数等（口） 貸借対照表計上額

（千円）

（投資信託受益証券）   

中期国債ファンド 20,092,905 20,092

小計 20,092,905 20,092

投資有価証券 その他有価証券

（投資信託受益証券）   

グローバル・エマージング・

ボンド・オープン
41,532,725 27,436

グローバル・ソブリン・

オープン（１ヶ月）
12,000,000 9,020

小計 53,532,725 36,456

計 73,625,630 56,549
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

減価償却累計
額又は償却累
計額（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 438,371 941 33,525 405,788 79,893 21,771 325,894

 構築物 14,375 ― ― 14,375 8,173 1,509 6,201

機械装置 168,074 26,173 ― 194,247 92,176 26,966 102,070

車両運搬具 18,593 680 7,620 11,652 8,391 3,149 3,261

工具器具備品 115,951 30,437 939 145,449 98,294 26,988 47,154

土地 114,867 ― 8,250 106,616 ― ― 106,616

建設仮勘定 30,558 3,408 28,974 4,991 ― ― 4,991

有形固定資産計 900,792 61,640 79,310 883,121 286,930 80,385 596,190

無形固定資産        

特許権 990 ― ― 990 920 38 69

商標権 1,244 ― ― 1,244 1,044 354 199

意匠権 150 ― ― 150 150 50 ―

ソフトウェア 42,080 17,091 ― 59,172 23,403 10,621 35,768

電話加入権 233 ― ― 233 ― ― 233

その他 7,133 201 ― 7,335 ― ― 7,335

無形固定資産計 51,831 17,293 ― 69,125 25,518 11,064 43,606

長期前払費用 39,751 16,323 14,963 41,111 ― ― 41,111

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 70 ― ― 70 ―

製品保証引当金 15,755 30,670 14,694 8,653 23,076

関係会社投資損失引当金 ― 44,000 ― ― 44,000

　(注) １．貸倒引当金の減少額「その他」は、個別評価債権の回収に伴う取崩額であります。

　　　 ２．製品保証引当金の減少額「その他」は、前期引当額の未使用額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

イ　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,956

預金の種類  

当座預金 729,891

普通預金 1,111,288

定期預金 40,113

定期積金 16,260

小計 1,897,554

合計 1,899,510

ロ　受取手形

　　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

　緑屋電気株式会社 10,496

　株式会社プロデュース 4,313

　新日本電工株式会社 2,940

合計 17,749

　　期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年6月 1,858

7月 2,374

8月 13,516

合計 17,749

ハ　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

ソニーセミコンダクタ九州株式会社 74,205

日本サムスン株式会社 35,752

ATEサービス株式会社 29,109

TESNA INC. 23,745

三菱電機トレーディング株式会社 19,667

その他 55,159

合計 237,639

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
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期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
(Ｃ)×100

───────
(Ａ) ＋ (Ｂ)

(Ａ) ＋ (Ｄ)
──────

２
───────

(Ｂ)
──────

366

491,424 1,593,398 1,847,182 237,639 88.6 83.7

　（注） 消費税等の会計処理は、税抜き方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。

ニ　製品

区分 金額（千円）

光源装置 43,980

 IPモジュール 28,924

その他（ユニット） 11,253

合計 84,158

ホ　原材料

区分 金額（千円）

電気部品 212,604

光学系部品 84,567

機械部品 8,617

その他 10,538

合計 316,328

へ　仕掛品

区分 金額（千円）

検査用光源装置仕掛品 171,707

IPモジュール仕掛品 35,218

その他仕掛品 37,981

合計 244,908

ト　貯蔵品

区分 金額（千円）

製品パンフレット他 1,440

合計 1,440

ｂ　負債の部

イ　買掛金

相手先 金額（千円）

有限会社キクチ製作所 15,812

株式会社ジャパンセル 11,136

株式会社オー・エヌ・シー 7,772

第一電材株式会社 4,764

有明技研株式会社 3,414

その他 43,794
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相手先 金額（千円）

合計 86,695

ロ　一年以内返済予定長期借入金

相手先 金額（千円）

株式会社横浜銀行 170,808

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 140,000

株式会社三井住友銀行 40,000

株式会社群馬銀行 24,000

横浜信用金庫 20,004

合計 394,812

ハ　社債

相手先 金額（千円）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 300,000

株式会社横浜銀行 250,000

合計 550,000

ニ　長期借入金

相手先 金額（千円）

株式会社横浜銀行 252,434

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 225,000

株式会社群馬銀行 74,000

株式会社三井住友銀行 20,000

横浜信用金庫 6,648

合計 578,082

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 事業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 ５月31日

株券の種類 １株券、10株券

剰余金の配当の基準日
11月30日

５月31日 

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都江東区東砂七丁目10番11号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

端株の買取り  

取扱場所 ―

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

買取手数料 ―

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その

他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ 

http://www.inter-action.co.jp 

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１) 有価証券報告書

     及びその添付書類

事業年度

（第15期）

自　平成18年６月１日

至　平成19年５月31日

平成19年８月24日

関東財務局長に提出。

(２) 臨時報告書 　 　 平成19年12月25日

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する

内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時

報告書であります。

関東財務局長に提出。

(３) 半期報告書 事業年度

（第16期中）

自　平成19年６月１日

至　平成19年11月30日

平成20年２月15日

関東財務局長に提出。

(４) 有価証券報告書の訂正報告書 　 平成20年２月29日

事業年度（第15期）（自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31

日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。

関東財務局長に提出。

(５) 臨時報告書 　 　 平成20年４月３日

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する

内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時

報告書であります。

関東財務局長に提出。

(６) 臨時報告書 　 　 平成20年５月28日

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する

内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時

報告書であります。

関東財務局長に提出。

(７) 臨時報告書 　 　 平成20年７月４日

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する

内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時

報告書であります。

関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年８月23日

株式会社 インターアクション   

 取　締　役　会　　御　中  

 中本公認会計士事務所  

   公認会計士 中　 本　 優　 司　　㊞

 丸亀公認会計士事務所  

   公認会計士 丸　 亀　 哲　 也　　㊞

　私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社イン

ターアクションの平成18年６月１日から平成19年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに連結

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、

経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。

　私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社イン

ターアクション及び連結子会社の平成19年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年８月19日

株式会社 インターアクション   

 取　締　役　会　　御　中  

 中本公認会計士事務所  

   公認会計士 中　 本　 優　 司　　㊞

 丸亀公認会計士事務所  

   公認会計士 丸　 亀　 哲　 也　　㊞

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社インターアクションの平成19年６月１日から平成20年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに連結

財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、

経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。

　私たちは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社イン

ターアクション及び連結子会社の平成20年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年８月23日

株式会社 インターアクション   

 取　締　役　会　　御　中  

 中本公認会計士事務所  

   公認会計士 中　 本　 優　 司　　㊞

 丸亀公認会計士事務所  

   公認会計士 丸　 亀　 哲　 也　　㊞

　私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社イン

ターアクションの平成18年６月１日から平成19年５月31日までの第15期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに財務

諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営

者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示

を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社インター

アクションの平成19年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年８月19日

株式会社 インターアクション   

 取　締　役　会　　御　中  

 中本公認会計士事務所  

   公認会計士 中　 本　 優　 司　　㊞

 丸亀公認会計士事務所  

   公認会計士 丸　 亀　 哲　 也　　㊞

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社インターアクションの平成19年６月１日から平成20年５月31日までの第16期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私

たちの責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私たちに財務

諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営

者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示

を検討することを含んでいる。私たちは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　私たちは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社インター

アクションの平成20年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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